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申請者の皆様へのお願い 

 
一般社団法人 都市ガス振興センター（以下「センター」という。）の補助金の原資は経済産

業省から交付決定を受けた、いわゆる公的資金であり、当然のことながら、コンプライアンス

の徹底と交付ルールに則った適正執行が求められます。 
センターの補助金に申請される皆様におかれましては、以下の点につき充分ご理解のうえ、

各種手続を行っていただきたくよろしくお願いします。 
 
1. 補助金の申請や実績報告書の提出などの各種手続を行う場合は、事前に交付規程、公募説明

会資料等を熟読し、交付の要件や手続上の制約条件などを充分ご理解下さい。 
2. センターに提出する書類や資料においては如何なることがあっても虚偽の記載や改ざんは

認められません。 
3. 不正行為があった場合、センターは法や規程類に則り厳正に対処します。 
4. 不正行為が認められたとき、センターは当該部分の交付決定の取消しを行うとともに、交付

済みの補助金額に加算金（年利１０．９５％）を加えた額を返還していただきます。 
5. 不正行為を行った申請者や手続代行者の名称と不正の内容は、ホームページ等で公表すると

ともに、センターの所管する新たな補助金の交付停止や手続代行業務の停止を一定期間行う

等の措置を執らせていただきます。 
6. 悪質な不正の場合は、刑事罰等の適用の可能性につき、所轄警察署に相談することがありま

す。 
 

 

【補助事業の計画に際しての主な留意点】 

・補助金の経理処理は、通常の商取引や商習慣とは異なります。 

・補助事業を行うにあたり、売買、請負、委託その他の契約を締結するときは、原則、競争入札

（又は３社以上の相見積）により発注先を選定して下さい。 

・当該年度に行われた工事、物品購入等に対して当該年度中（平成３１年２月２８日まで）に対

価の支払い及び精算が完了し、実績の報告ができるよう計画して下さい。当該年度の補助事業

を構成する全ての工事等の完了、検収と費用の支払いをもって、補助事業の完了となります。 

・費用の支払い方法は「金融機関からの振込み」とするよう手続きを行って下さい。（手形、割

賦、相殺等は認められません。） 

・必要な書類が期限までに提出されなかった場合、補助金は交付できませんのでご注意下さい。 

・郵便事情・事故により期日までに到着しなかった提出書類等については、センターでは責任を

負いかねます。書類等の提出にあたっては、配達の記録が残る郵送方法（書留郵便等）のご利

用を推奨します。 
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１．事業の趣旨 

エネルギー需給構造が脆弱な我が国において、エネルギーの安定供給確保は、従来から極

めて重要な課題であります。加えて、昨今の環境保全、とりわけ地球温暖化が国際的な問題

となっている中、我が国において東日本大震災以降増加傾向にあった温室効果ガス排出量

の削減は喫緊の課題となっております。 
また、我が国は度重なる大災害により様々な被害を受けてきた歴史があり、その都度得ら

れた教訓を基に災害対策が強化されてきましたが、東日本大震災・熊本地震を受け、新たに

大規模災害等に備えた理念として国土強靭化が謳われ、強靭な国づくりに向けた施策が推

進されています。 
このような状況において、産出地域が世界各地に分布しており、化石燃料の中で燃焼時の

単位発熱量あたりのＣＯ2 排出量が最も少ない天然ガスの利用設備の普及を促進し、天然ガ

スシフトを進めることが、燃料の安定供給や省エネルギー・地球温暖化対策として重要であ

り、また、耐震性の高い中圧ガス導管等から供給を受ける施設に、災害時にも対応可能な天

然ガス利用設備を普及させることは国土強靭化に資する重要な取り組みです。 
本事業は、災害時にも対応可能な天然ガス利用設備の導入及び機能維持強化を行う事業

に対し補助金を交付することで、天然ガスシフトの促進及び災害時の強靭性の向上を図る

ものです。 
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２．事業の内容 
 
中圧ガス導管等でガス供給を受けている災害時にも対応可能な天然ガス利用設備であっ

て、要件に適合する設備を設置する天然ガスの環境調和等に資する利用を行う事業者に対

し、その設備を新設、更新又は改造に要する経費（設計費、既存設備撤去費、新規設備機器

費、新規設備設置工事費、敷地内ガス管敷設費）の一部を補助するものです。 

 

[ 平成３０年度補助金予算額：約１２．５億円 ] 

※災害時にも対応可能な天然ガス利用設備及び天然ガスステーションの設備を含む 

 
（１） 対象事業者：  

家庭用需要を除く全業種（リース・エネルギーサービス等についても対象） 

※事業者：事業を営んでいるもの。 

※家庭用需要：居住の用に供する居室での需要のこと。 

（非該当物件例：店舗兼住宅の住居部分、居住用途マンション）  

 

（２）対象事業： 

中圧ガス導管等でガス供給をうけている災害時にも対応可能な天然ガス利用設備に

対して、以下のそれぞれの要件に適合する常用の設備を設置し、費用対効果と災害時の

強靱性に優れていると認められるものを対象とします。 

① 災害時にも対応可能な天然ガス利用設備 

  １) 新設、更新又は改造して天然ガスを主原料とするガスを使用すること。 

２) 新設、更新又は改造により５％以上の省エネルギーが図られること、又は高効率

設備の基準に該当すること。なお、高効率設備の基準については、公募開始前に

審査委員会で決定し、結果公表する。 

※省エネルギー率の判定は、自家発電設備の場合は１システム毎、自家発電設備

以外の場合は、設備群毎に行います。（P.49 別紙⑨-2参照） 

３) 対象設備の新設、更新又は改造によって、従来方式よりも２５％以上のＣＯ2排

出削減が図られること。 

  ４) 新設、更新又は改造後の対象設備にＣＯ2排出削減量を算出するために必要な専

用の計測装置を取り付けること。 

  ５) 中圧ガス導管等でガス供給を受けている下記のいずれかの施設に設置されるこ

と。 

   (ア)災害時に避難所として活用される国や地方自治体の防災計画指定の施設、国

や地方自治体と協定を締結している（見込みも含む）帰宅困難者受入施設  

   (イ)災害時に機能維持する必要性のある施設（救急指定病院・救命救急センター・
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災害拠点病院・地域医療支援病院など国や地方公共団体が認定又は指定する医

療施設、福祉避難所、地方自治体等の施設） 

   (ウ)国や地方自治体と震災時の物資提供の協定や災害時の協定を締結している

（見込みも含む）工場・事業場 

   (エ)その他審査委員会が認めた施設 

   ※中圧ガス導管等について。以下のいずれかに該当するものをいいます。 

    ・都市ガスの中圧供給（供給約款に定める低圧の最高圧力を超える圧力）を 

受けていること。 

    ・高耐震ブロック（都市ガス供給事業者が供給停止判断基準を SI値 80 カイン 

としている低圧供給エリア）の低圧供給を受けていること。 

    ・低圧供給を受けていて移動式ガス発生設備を保有していること。 

   ※対象設備が上記の要件に寄与していること。 

② 更新の要件は更新前設備等を廃止することです。撤去等の処置を行って下さい。同

様に改造を行った設備については改造前の状態に容易に戻れないよう、取り外し部品

等の処分を行って下さい。 
③ 本補助事業は、対象設備の新設、更新又は改造とそれに伴う付帯設備の更新等に対

して補助を行います。よって、熱の使用先での省エネ（蒸気漏れ配管の修理、空調す

る部屋の断熱等）は本補助事業の対象外となります。 
④ 同一事業所内で同種又は異種の複数台の設備を補助対象とする場合、同一年度内に

おける１補助事業として申請を受け付ける（但し、災害時にも対応可能な天然ガス利

用設備と天然ガスステーションの設備が同一事業所内にある場合は別々に申請して

下さい）。 

⑤ 補助事業の期間は、原則、単年度事業とします。 
   ただし、下記のいずれかに該当する場合には、複数年度で設備を完成させる事業であ

っても２年度を上限に、補助金を申請するものを妨げるものではありません。 
   １）新築の建物に設備を導入する場合で、工程上、単年度での実施が困難な場合。 
   ２）事業規模が大きく、単年度での実施が困難な場合 

（原則、補助事業に要する経費が 1.5 億円以上）。 
内容によっては、工程の調整（単年度での検討）をお願いする場合があります。 
詳細は、「６．複数年度事業の取扱い」を参照下さい。 

⑥ 事業完了後 1年間分のデータ提出が必要です。 
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（３）対象燃料： 

① 新設、更新又は改造後使用燃料：天然ガスを主原料とするガス。 

天然ガスを主原料とするガスについては、 

a.天然ガス 

b.液化天然ガス 

c.天然ガス又は液化天然ガスを主原料（組成比が一番高いものを「主」とする）と

し、且つ、炭素係数が「天然ガス×１．１０」未満のガスとします。 

 

なお、天然ガスの炭素係数については、「特定排出者の事業活動に伴う温室効果ガス

の排出量の算定に関する省令」に定める値を用いることとします。 

【炭素係数】 
天然ガス×１．１０ ０．０１５３tC / GJ 
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（４）補助対象範囲： 天然ガスの環境調和等に資する利用促進事業費補助金の災害時に

も対応可能な天然ガス利用設備に係る設計費、既存設備撤去費、新規設備機器費(含む計

測装置)、新規設備設置工事費（含む改造工事費）、敷地内ガス管敷設費（但し、本支管工

事費は除く） 

 
Ⅰ．設計費、既存設備撤去費、新規設備機器費、新規設備設置工事費の補助対象範囲 
  １) 下記の設備に対する経費を対象とします。 

   (ア)自家発電設備（ガスエンジンコージェネ、ガスタービンコージェネ、 

燃料電池等） 

     機器本体に加え、その他必要と判断される設備 

   (イ)ガスエンジンヒートポンプエアコン（ＧＨＰ） 

機器本体に加え、冷媒配管、室内機、その他必要と判断される設備 

    (ウ)冷温水機 

     機器本体に加え、冷却塔、冷却水配管、冷却水ポンプ、水処理装置、 

冷温水タンク、太陽熱集熱器、その他必要と判断される設備 

     （室内機等は対象外とします） 

   (エ)ボイラ 

     機器本体に加え、給水ポンプ、給水タンク、水処理装置、蒸気ヘッダ、 

ドレンタンク、太陽熱集熱器、その他必要と判断される設備 

(オ)工業炉 

  機器本体に加え、その他必要と判断される設備 

  但し、自治体等と協定等を締結した施設において、支援物資（最終製品） 

を製造するために必要となる設備に限る。 

(カ)厨房設備 

  機器本体に加え、その他必要と判断される設備 

但し、厨房は単独申請できないこととし、ＣＯ2排出削減量の評価は 

しないものとします。 

また、下記の２点を満たす設備に限る。 

・導入予定の厨房が、申請対象の自家発電設備、ＧＨＰ、冷温水機、ボイラ、

工業炉のいずれかと同一事業所にあり、同一申請を行うとき 

・非常時に食事の提供が可能であるもの 

  ２) (ア)～(カ)に加え、下記(キ)の設備に対する経費を対象とします。 

    (キ)燃料配管、燃料貯蔵設備、脱硫装置、送風機、熱交換器、煙道、煙突、 

燃焼制御装置、安全装置、省エネを目的とした計測装置、ガスブースタ、 

ガスコンプレッサ、脱硝装置、集塵装置、基礎工事 

      （設備建屋及び建屋に付随する設備等は対象外とします） 

  ３) 蒸気・冷温水配管については、対象設備間をつなぐものは対象とし、対象設備と
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対象外設備をつなぐものは対象外とします。 

   （配管に付随するポンプ等もこれに準ずるものとします） 

  ４) 上記１）～３）の設備に対する経費は、本補助事業で専用に使用する部分とし、

補助事業外設備との共用部分がある場合には、原則定格流量比による按分相当額

を対象とします。 

 

Ⅱ．敷地内ガス管敷設費の補助対象範囲 

１) ガス配管、ガス流量メーター、ガバナ、ストレーナ、緊急遮断弁、 

ガス漏れ警報器等必要と判断される設備に対する経費を対象とします。 

２) 本補助事業で使用する専用配管に加え、補助事業外設備との共用配管が 

ある場合には、原則配管の断面積比による按分相当額を対象とします。 

 

（５）補助率  ：補助対象経費の１／３以内 

 

（６）補助金上限額 ：１．７億円／１補助事業  

 

（７）交付決定： 
予算枠を超えた際には、費用対効果※1 と災害時の強靭性※２に対する審査に基づき、

補助金交付先の決定を行います。予算枠内であっても、費用対効果等が著しく悪いもの

については、審査委員会により不採択等とする場合があります。 
なお、別に定める中小企業優遇を申請した申請者が実施する補助事業については、費用

対効果に１／２の係数を掛けて優遇します。 

優遇の判定は、補助事業の対象となる設備の使用者が優遇対象であるかで判定しま

す。 

※１ 費用対効果：ＣＯ2排出削減量※３当たりの交付補助金[千円/▲t-ＣＯ2] 
※２ 停電時に電力供給が可能な設備については、その機能の追加に要する費用（「災

害対策費」という）を差し引いた交付補助金にて費用対効果を算出します。 

※３ ＣＯ2 排出削減量[▲t-ＣＯ2/年]＝従来方式※４ＣＯ2 排出量[t-ＣＯ2/年]－補

助事業方式※５ＣＯ2排出量[t-ＣＯ2/年] 

※４ 従来方式：補助事業により導入する設備を稼働させないときに、代替となる供給

源にてエネルギーを供給する方式。代替となる供給源が存在しない場合は、 
以下のように代替供給源を定義します。（詳細は P.50 別紙⑩参照） 
・設備の更新など、補助事業実施前の設備がある場合、それらの設備を稼働させ

た場合の方式。 
・設備の増設など、補助事業実施前に同等の設備がある場合、それらの設備と同

じ燃料種の設備を稼働させた場合の方式。 
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・設備の新設など、補助事業実施前の設備がない場合、補助事業を実施しなか

った際に設置する標準設備を稼働させた場合の方式。標準設備とは、P.48別

紙⑨にて定める高効率設備の基準に対して、機器効率を 1.05 で除した効率

を有する設備のことをいいます。なお、その際の燃料種は補助事業方式の場

合の燃料種と同一とします。 
※５ 補助事業方式：新設、更新・改造後の設備 
 
なお、算出するＣＯ2排出量は、新設、更新・改造前後の設備において、燃料を燃焼

させることによって発生するＣＯ2量をいいます。 
 
※ 中小企業優遇について 

中小企業者については、中小企業庁の定義に従っております。日本標準産業分類によ

る業種を４区分（卸売業、小売業、サービス業、製造業その他）に分類し、それぞれの

区分で、資本金の額（又は出資の総額）、もしくは従業員の数の基準に該当するものを

中小企業者としています。（P.41 別紙⑥参照） 

 
  中小企業者の基準 

業種分類 資本金の額又は出資の総額 常時使用する従業員の数 

卸売業 １億円以下 １００人以下 

小売業 ５千万円以下 ５０人以下 

サービス業 ５千万円以下 １００人以下 

製造業その他 ３億円以下 ３００人以下 

※資本金規模もしくは従業員規模のどちらかに該当することが必要で、履歴事項全部 
証明書の写しあるいは雇用保険申告書等の写しを提出。 

※医療法人は、中小企業者ではありません。 
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３．事業の実施スキーム 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

４．事業の実施スケジュール（平成３０年度） 

 
① ４月２３日：公募開始 

② ４月２３日～４月２７日：公募説明会開催 

（札幌、名古屋、大阪、福岡、東京） 

③ 補助金交付申請書類提出（公募開始後） 

④ ６月４日：公募締切り（消印有効）（原則１回/年募集 予算未達時は追加募集実施） 

⑤ 補助金交付審査 

⑥ ７月上旬頃：補助金交付決定 

⑦ ７月下旬頃：補助事業者向け事務通知説明会実施 

⑧ 中間報告（詳しくは、事務通知説明会にて説明） 

⑨ 実績報告書提出 

（事業完了後３０日以内又は平成３１年２月２８日のいずれか早い日まで） 

⑩ 補助金確定検査（工事施工状況等について必要に応じて現地調査を実施） 

⑪ 補助金交付（確定検査後） 

⑫ 稼動実績報告（効果確認のため事業完了後１年間の燃料使用量等のデータ提出が必要） 

 
 

経 済 産 業 省 

都市ガス振興センター 

補 助 対 象 者 

補助金交付 

交付申請 
確定検査の上 
補助金交付 

交付審査の上 
交付決定 

実績報告 

審査委員会 
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５．補助事業制度について 
 
天然ガスの環境調和等に資する利用促進事業費補助金の手続きについては、「天然ガスの

環境調和等に資する利用促進事業費補助金 交付規程」によりますが、留意点は以下の通り

です。交付規程及び以下を熟読の上、応募して下さい。 
 
（１）交付申請（交付規程第７条） 

本補助金の交付を希望する事業者は、一般社団法人 都市ガス振興センター宛に当該

年度の交付申請書・実施計画書・添付書類を提出して下さい。（P.26 別紙①、P.27 別

紙②参照） 

①  申請者について 
申請にあたり、補助事業に含まれる設備等の所有者及び使用者（設備を使用 

して生産や営業活動を行う者）は、必ず申請者として登録して下さい。 
申請者が複数となる場合は共同申請とし、交付申請書に各々の役割を明確に 

示して下さい。各事業者間で十分な連携を取り事業を推進して下さい。 
   【共同申請となるケース（例）】 

・リースを利用する場合（申請者：リース会社（設備の所有者)、設備使用者） 
※転リース、リースバック契約については P.44 別紙⑦を参照のこと。 

・エネルギーサービスを利用する場合 
（申請者：エネルギーサービス会社、設備使用者） 

・ＥＳＣＯ事業者が資金調達を行うシェアードＥＳＣＯの場合 
（申請者：リース会社、ＥＳＣＯ事業者、設備使用者） 

・賃貸借の場合（申請者：賃貸人（設備所有者）、賃借人（設備使用者）） 
その他、設備が区分所有となる場合や利害関係者が多数存在する等の場合は、事前

にセンターまでご相談下さい。なお、単独申請から共同申請への変更等、申請書提

出後の申請者の追加はできません。なお、コストオン契約は原則不可とします。 

② 申請対象となる事業の期間について 

単年度事業のため、以下に定められた期間に事業を開始、完了できる場合のみ対

象となります。 

事業の開始日：交付決定日以降であること。開始日とは、補助事業※において最初

に設計、工事等の契約を締結する日とします。 

事業の完了日：平成３１年２月２８日までに完了すること。（事業の完了日とは、

補助事業※において工事の完了、検収及び費用の支払いが最終完了

する日） 

※ 当該年度の補助事業を構成する工事等全てが対象です。補助対象経費である

か否かは関係ありません。 
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（２）交付決定（交付規程第８条） 
センターは提出された交付申請書、実施計画書、添付書類に基づいて審査を行い、以

下の事項に留意しつつ、補助金の交付が適当と認められたものについて交付決定を行

います。 

① 申請に係る補助事業の全体計画（資金調達計画、工事計画等）が整っており、準備

が確実に行われていること。補助金の交付は、原則、事業者の支払の完了後となり

ますので、ご注意願います。（工事の検収が完了ではない） 

② 申請に係る補助事業に要する経費（設計費、既存設備撤去費、新規設備機器費(含

む計測装置)、新規設備設置工事費（含む改造工事費）、敷地内ガス管敷設費）

については、見積書の写しを併せて提出して下さい。その際、前記経費５区分の

金額根拠が明確になるよう内訳を記載願います。 

③ 補助対象経費には、国からの他の補助金（負担金、利子補給金並びに補助金に

係る予算の執行の適正化に関する法律第２条第４項第１号に掲げる給付金及び

同項第２号に掲げる資金を含む）の対象経費を含まないこと。 

 ※ 地方自治体が実施する補助金については、国が実施する補助金の対象経費に

対する対応が、地方自治体毎に異なりますので、該当の地方自治体に直接お

問い合わせ下さい。 

 
（３）補助事業を実施する上での注意事項 

事業者が見積の依頼、工事等の契約を締結するにあたって注意していただきたい点

を以下に記載します。 

① 見積依頼は必ず書面で行うこと。その際、見積項目が一式で５０万円以上（単体で 

５０万円以上の機器を除く）とならないよう見積依頼書に明記すること。一式で５０

万円以上の見積項目が含まれている場合は、その部分の内訳書を見積書に添付する

こと。（P.85 別紙⑲-1～P.88 別紙⑲-3 参照） 

停電時に電力供給が可能な設備については、その機能の追加に要する費用 

（以下「災害対策費」という）がわかるように見積項目を分けること。 

② 事業開始日は交付決定日以降であること。交付決定前の事業完了は補助金交付の

対象となりません。 

③ 補助事業を行うにあたり、売買、請負、委託その他の契約を締結するときは、競争

入札（又は３社以上の相見積）により発注先を選定すること。 

④ 発注先の選定にあたり、補助事業の運営上、競争入札（又は３社以上の相見積）が 

著しく困難又は不適当である場合は、前もって、センターに発注先選定理由書を提出

すること。（P.101 別紙㉕参照） 

なお、理由書の内容や提出の時期によりセンターにて否認され、該当部分が補助の

対象から除外となる場合がありますのでご注意下さい。 
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  ⑤ 補助事業に係る工事、物品購入等に対して当該年度中（平成３１年２月２８日まで）   

に対価の支払い及び精算が完了すること。工事の完了、検収と費用全ての支払いをも

って、補助事業の完了となります。 

⑥ 補助事業に関する工事、物品購入等の費用の支払い方法は、「金融機関からの振込

み」とし、支払いの事実を証明できるもの(銀行振込受領書等)をご用意ください。手

形、割賦、相殺等は認められません。なお金融機関に対する振込手数料は、補助対象

となりません。 

⑦ 支払委託契約（金融会社等が申請者に代わり工事資金等の費用を立替えて工事会社

に支払う契約）は、以下を条件に利用を認めるものとします。 

・実施計画書（様式第２－１）１．（２）補助事業の概要に支払委託契約を利用する

旨記載 

・申請書に支払委託契約書（案可）の写しを添付 

この場合、金融会社を共同申請者として登録する必要はありません。なお、 

申請後の支払い方法の変更は認められません。 

⑧ 交付申請する際は、事業計画や資金計画等を充分考慮のうえ、申請願います。取り

下げる場合は、交付規程第９条、１０条に則った手続きが必要となります。 

 

（４）実績報告及び確定検査（交付規程第１６、１７条） 
補助事業が完了した時は、事業完了後３０日以内又は、平成３１年２月２８日のいず

れか早い日までに実績報告書をセンター宛に提出していただきます。ただし、交付決定

の後に実施する事務通知説明会実施日以前に補助事業が完了した場合は、センターの

指示に従って下さい。 
センターは事業者から実績報告書が提出されたときは、書類審査（仕様書、見積書、

契約書、納品書、検収書、請求書、振込証明書等）及び現地調査等の確定検査を行い、

事業の成果が交付決定の内容に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確

定し、事業者に通知します。 
工事内容又は設備能力が申請書通りでない場合等不適当と認められる場合には、

補助金不交付や減額の措置が取られる場合があります。特に実測値による申請の案

件については内容を精査することになりますので、ご留意下さい。 
なお補助事業において、補助対象経費の中に補助事業者の自社製品の調達等に係る

経費がある場合は、原価（当該調達品の製造原価等）をもって補助対象経費に計上して

下さい。但し製造原価を算出することが困難な場合は、他の合理的な説明をもって原価

として認める場合があります。 
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（５）補助金の支払い（交付規程第１８条） 
事業者には、センターから確定通知を受けた後、精算払請求書を提出していただきま

す。その後、センターから事業者に補助金を支払います。 
 

（６）取得財産の管理について（交付規程第２１、２２条） 
補助金で取得した資産（取得財産等）については取得財産等管理台帳(様式第１５)を

整備し、その管理状況を明らかにしておくとともに、耐用年数期間内に資産を処分（転

用、譲渡、交換、貸付け、担保に供する処分、廃棄等）しようとするときは、あらかじ

めセンターの承認を受ける必要があります。耐用年数は、減価償却資産の耐用年数に関

する省令 別表 2 に基づいて設定することを原則とします。 
 
（７）圧縮記帳について 

当該補助金の内、固定資産の取得又は改良に充てられた部分の金額については、法人

税法第４２条の規定を適用することができます。但し、既存設備の撤去費等、固定資産

の取得又は改良以外に充てられた部分の金額については、法人税法第４２条の規定を

適用することはできません。 
 

（８）規定違反に対する措置について 
事業者は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７

９号。以下「適正化法」という。）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施

行令（昭和３０年政令第２５５号）及び交付規程の定めるところに従う必要があります。 
なお、これらの規定に違反する行為がなされた場合、次の措置が講じられ得ることに

留意して下さい。 
① 交付規程第１９条第１項の規定による交付決定の取消、同条第２項の規定による補

助金等の返還及び同条第４項の規定による加算金の納付。 
② 適正化法第２９条から第３２条までの規定による罰則。 
③ 相当の期間、補助金等の全部又は一部の交付決定を行わないこと。 
④ センターが所管する契約について、一定期間指名等の対象外とすること。 
⑤ 事業者等の名称及び不正の内容の公表。 

 

（９）暴力団排除に関する誓約について 

   交付規程第２７条に基づき、申請者は補助金の交付申請書の提出をもって「暴力団排

除に関する誓約事項（交付規程別紙参照）に同意したものとします。 
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（１０）利用状況の報告について 
交付規程第２４条に基づき、補助事業の適正な管理のため、補助事業の実施により取

得した財産等の利用状況を必要に応じ、確認させていただきます。 
 
（１１）補助事業概要の公表について 

交付決定後、採択分については事業者名、事業概要、事業成果等をセンターホームペ

ージに掲載させていただきます。 
 
（１２）燃料使用量等データ報告（補助事業完了翌年度） 

事業完了の翌年度に補助対象設備で使用した 4 月から翌年 3 月、１年間分の燃料

使用量等をご報告いただき、ＣＯ2 排出削減量の確認をさせていただきます。特に

部分負荷実測値に基づいた申請の場合は申請データの妥当性を説明できるよう設備

の運転時間等の記録を残しておかれることを推奨致します。申請データに比べ事業

完了後の実測データが著しく悪い場合は改善指導を行い、設備改造等実施の後、再

度実測データを提出していただきますので、ご留意下さい。 

 

６．複数年度事業の取扱い 

 
（１）申請、交付形態 

① 下記のいずれかに該当する場合には、複数年度事業であっても、２年度を上限に 
補助金を申請することを妨げるものではありません。 

１）新築の建物に設備を導入する場合で、工程上、単年度での実施が困難な場合。 
   ２）事業規模が大きく、単年度での実施が困難な場合 

（原則、補助事業に要する経費が 1.5 億円以上）。 
②  今年度の交付決定は、次年度以降の補助を保証するものではありません。 
③  費用対効果（ＣＯ2排出削減量当たりの交付補助金[千円/▲t-ＣＯ2]）は、設備の

導入を完了させるまでに必要な経費の計画値を以って計算して下さい。 
 

（２）見積・発注 

① 設計・設備購入・工事等の見積書は、年度毎の実施内容及び経費の費目ごとの金額

が確認できる形態とする必要があります。各年度に補助対象経費が発生し、各年度

の出来高予定を明確にし、出来高に応じた支払いを完了して下さい。 
②  原則、年度毎に契約行為を行って下さい。2 年度目の事業の開始日は 2 年度目の

交付決定日以降として下さい。開始日とは補助事業において設計、工事等の契約を

締結する日とします。ただし、工期等の関係で複数年度にわたる事業を一括で契約

せざるを得ない場合は、センターと協議のうえ、発注、契約、納品、支払等につい
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て、年度毎の実施内容及び金額等が確認できる形態にして下さい。 
 
（３）事業の見直し 

① 複数年度事業において、途中で事業を中止した場合や実施計画書（P27.別紙②参照）

２．補助事業の具体的な内容に記載した内容を満足できなくなった場合には、原則

として既に交付した補助金相当額の納付が必要となります。 
② 複数年度にわたる事業において、当該年度の事業内容に変更はないものの、翌年度

以降の事業内容を変更する必要が生じた場合は、事業内容の全体を把握するため、

そのことが明らかになった時点で、その内容及び理由等をセンターの担当者まで

文書でお知らせ下さい（特に様式の指定はありません）。 
 
（４）平成３１年度以降の事業の取扱いについて 

① 平成３０年度の補助事業を申請する時点で、複数年度事業を完成させる旨を記載

した事業継続誓約書（P.97 別紙㉔-1参照）を提出いただきます。 

② 平成３０年度の補助事業を完了の前に、センターより改めて継続の意思を確認さ

せていただきます。その際、事業を履行する旨を記載した事業継続計画書（P.98 別

紙㉔-2 参照）を提出いただきます。 

③ 平成３１年度以降、設備を完成させず事業を中止する場合や、申請した内容を満足

できない場合は、原則として既に交付した補助金相当額の納付が必要となります。 

④ 複数年度事業において、当該年度の事業内容に変更はないものの、翌年度以降の事

業内容を変更する必要が生じた場合は、事業内容の全体を把握するため、そのこと

が明らかになった時点で、その内容及び理由等をセンターの担当者まで文書でお

知らせ下さい（特に様式の指定はありません）。 

⑤ 事業継続計画書を提出した事業者は、事業が完了した際に事業完了報告書（P.99 別

紙㉔-3）及びセンターが指定する添付書類を提出し、既に交付された補助金につい

て適正な運用がなされているか等、センターの確認を受ける必要があります。 

⑥ 事業完了報告書を提出した事業者にあっては、事業完了後に、「５．（１２）燃料使

用量等データ報告」に記載の通りデータの報告等を実施いただきます。 
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■新築で、工程上単年度での実施が困難な場合

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

設計

A工事

B工事

C工事

補助対象外

D工事

E工事

F工事

■事業の規模が大きく、単年度での実施が困難な場合

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

設計

A工事

B工事

C工事

補助対象外

D工事

E工事

F工事

1年度目 2年度目 3年度目

1年度目 2年度目 3年度目

交付決定 実績報告 交付決定（想定）

検収・支払契約

検収・支払

検収・支払

検収・支払 検収・支払

検収・支払

検収・支払

検収・支払

データ計測
データ報告

財産取得

1年間

契約

実績報告

1年度目に出来高がないので対象外。

1年度目事業完了から2年度目の交付決定
までに検収・支払、工事着手するものは、
補助対象外。

交付決定 実績報告 交付決定（想定）

検収・支払契約

検収・支払

検収・支払

検収・支払 検収・支払

検収・支払

検収・支払

検収・支払

契約
財産取得

契約

実績報告

1年度目に出来高がないので対象外。

建物竣工

時期ずれあり
建物の竣工は2年度目の
年度内であること。

契約

契約

契約

契約

契約

契約

契約

契約

契約

データ計測
データ報告

1年間

1年度目事業完了から2年度目の交付決定
までに検収・支払、工事着手するものは、
補助対象外。
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７．補助事業申請に係る提出書類 
 
本事業に応募される事業者は、公募期間中に以下の書類の提出をお願いいたします。 

 

（１）交付申請書（様式第１－１）（P.26 別紙①参照） 

（２）実施計画書（様式第２－１）（P.27 別紙②参照） 

 ※ 地図、申請金額整理表（P.36 別紙③-1参照）、補助事業に要する経費と 

補助対象経費の差額のわかる資料を添付 

※ 共同申請の場合、下記を添付 

 ・役割分担を示す体制表 

  ・実施計画書に記載した補助事業に要する経費等の申請者別内訳 

（P.37 別紙③-2 参照） 

   ・実施計画書に記載した資金調達計画の申請者別内訳（P.38 別紙④参照） 

（３）添付書類 

Ⅰ．発注計画書（P.39 別紙⑤-1～⑤-2参照） 

・申請、契約、納品、検収、支払完了予定日等を記載のこと。 

Ⅱ．計算シート①（省エネルギー率計算用（自家発電設備以外））（P.61 別紙⑫-1 参照） 

計算シート②（省エネルギー率計算用（自家発電設備））（P.62 別紙⑫-2参照） 

燃料消費量換算計算シート（P.65 別紙⑬-2、P.66 別紙⑬-3参照） 

・計算シート①に入力する燃料消費量は、入熱量を一致させるため、燃料消費量 

換算シートにて換算した値を入力すること。 

・高位発熱量が 45MJ/Nm3 及び 46MJ/Nm3 以外の都市ガスを使用される事業者は、 

組成、高位発熱量、低位発熱量、炭素係数が分かる資料を添付すること。 

Ⅲ．計算シート③（ＣＯ2削減率、費用対効果計算用）（P.63 別紙⑫-3 参照） 

 ※重要 実績報告時に新設、更新・改造後設備が申請時の効率を満たさないと判断 

される場合は、補助金の交付が行われませんので、ご注意下さい。 

Ⅳ．燃料消費量実績の根拠資料 

① 自家発電設備以外の設備 

・更新の場合、対象期間は平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの    

燃料消費量実績。 

・根拠資料は、日報等から作成した月毎の燃料消費量実績の内訳表（P.67 別紙⑭

参照）及び購入量を判断できる書類（燃料の種類、納入月、納入場所がわかる請求

書等）の写しとします。なお、燃料の使用量を計測する装置が設備ごとに設置さ

れておらず、補助事業外設備分の使用量が混在し、対象設備の燃料使用量が明確

でない場合は、各設備の時間当たり燃料消費量等からの按分により使用量を算

定し、その計算過程が分かる資料を添付すること。 
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・新設の場合、燃料消費量実績の内訳表（P.67 別紙⑭参照）を想定負荷データと

して作成すること。 

② 自家発電設備の場合 

・「計算に使用した電力の想定負荷データと自家発電設備の想定稼働データ」

（P.72 計算例②参照）に相当するデータを計算シートに添付し、設備の稼働想

定を明確にすること。 

Ⅴ．従来方式、補助事業方式の機器仕様及び省エネルギー算出根拠となる書類 

・メーカー、型式、定格能力等を明記した仕様書や図面等の主要資料とします。 

Ⅵ．従来方式、補助事業方式の設備に関する図面（P.77 別紙⑰参照） 

対象設備に取り付けるＣＯ2 排出削減量を算出するために必要な専用の計測装置を

明示すること。 

Ⅶ．従来方式の設備の設置状況を示す写真 

・設備本体及び銘板等の写真を提出のこと。 

Ⅷ．見積依頼書、見積書の写し 

・見積依頼は必ず書面にて行うこと。（P.85 別紙⑲-1～P.88 別紙⑲-3 参照） 

・見積書は経費の区分（設計費、既存設備撤去費、新規設備機器費、新規設備設置工

事費、敷地内ガス管敷設費）及び補助対象経費が明確に分かるように注釈をつける

こと。 

・停電時に電力供給が可能な設備については、その機能の追加に要する費用がわかる

ように見積項目を分けること。 

・見積書の提出は写しとし、原本は必ず大切に保管しておいて下さい。 

（概算見積、実施見積とも） 

Ⅸ．①会社・事業所のパンフレット、 

役員名簿（氏名、生年月日、性別、会社名、役職名）（P.92 別紙㉑参照） 

  （役員名簿のフォーマットはセンターホームページからダウンロードすることがで

きます） 

②法人にあっては、発行日が申請日から３か月以内である履歴事項全部証明書又は

登記簿謄本等の写し、及び前年度の財務諸表 

③地方自治体等及び非営利民間団体にあっては、それらを証明する書類 

Ⅹ. 防災計画指定等の施設であることを証明できる書類 

 Ⅺ. 中圧ガス導管等でガス供給を受けていることを示す書類 

    例）既存設備の図面、ガスメーターの写真等（P.95 別紙㉓参照） 

ただし補助事業完了までに供給開始する見込みであることを示す場合は都市ガス

会社の押印付供給回答書等 

Ⅻ．交付申請時提出書類チェックリスト（P.103～104 別紙㉖参照） 
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該当する場合、Ⅰ～Ⅻに加えて、別途下記書類を提出して下さい。 

 

① 中小企業優遇を申請する場合、中小企業基本法に定める中小企業であることを証明で

きる書類 

資本金の額又は出資の総額：履歴事項全部証明書又は登記簿謄本等の写し 

常時使用する従業員の数 ：雇用保険、労働保険、賃金台帳等の写し 

なお、書類の証明日付が平成２９年４月１日以降であること。 

② 従来方式、補助対象方式の各設備について、メーカーの定格仕様値(カタログ等を含

む)ではなく、機器の実測値により申請する場合、測定条件と測定結果を証明できる

書類 

③ 補助対象方式の設備について高効率設備の基準に基づき申請する場合、高効率設備の

基準に該当することを証明する書類 

④ リース・エネルギーサービス・賃貸借等にて共同申請する場合、 

・ 対象設備に関する契約書(案可)の写し 

・ 契約金額に関する料金計算書 

（補助金相当額が減額されていることを証明できる書類） 

（賃貸借の場合、設備の更新により契約金額が増額されない事を証明できる書類） 

※リース・エネルギーサービス期間は原則、設備の耐用年数に合致させること。で

きない場合は再リースする旨、特約条項等として記載すること。 

⑤ 支払委託契約（金融会社等が申請者に代わり工事資金等の費用を立替えて工事会社 

に支払う契約）を利用の場合、支払委託契約書（案可）の写し 

⑥ ガス供給事業者との取引メーターを専用の計測装置として承認を受けたい場合、

専用の計測装置に関する約束書及び必要な添付書類（当該設備の配置図、当該ガ

ス配管のアイソメ図）（P.83 別紙⑱参照） 

⑦ 事業が複数年度にわたる場合には、事業継続誓約書（P.97 別紙㉔-1 参照） 

⑧ 発注先の選定に際して競争入札（又は３社以上の相見積）が著しく困難又は不適

当である契約を含む場合、発注先選定理由書（P.101 別紙㉕参照） 

⑨ その他、必要な追加書類 

 

※ 審査に当たって別途資料の提出をお願いすることがあります。 

※ センターへの申請書の提出は１部とし、必ず控えを保管しておいて下さい。提出いた

だいた書類は返却いたしませんのでご注意下さい。 
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８．書類提出期限及び連絡先 
 
≪提出期限≫ 

平成３０年６月４日（月）（※消印有効、締切り厳守） 
※ 必要な書類が期限までに提出されなかった場合、センターとしては受理できませんの

でご注意下さい。 

 

≪提出方法≫ 

持参又は郵送 

※ 郵便事情・事故により期日までに到着しなかった提出書類等については、センターで

は責任を負いかねます。書類等の提出にあたっては、配達の記録が残る郵送方法（書

留郵便等）のご利用を推奨します。 

 
 
≪申請・お問合せ先≫  

（平成３０年５月２５日まで） 
〒１０５－０００３ 東京都港区西新橋２-２３-１ ３東洋海事ビル６階 

一般社団法人  都市ガス振興センター 

事業部 天然ガス化普及促進グループ 

ＴＥＬ：０３－６４３５－７６９２  ＦＡＸ：０３－５４７３－１５５１ 
 

注意！ 
平成３０年５月２８日（月）に下記に事務所を移転いたします。 
交付申請の際にはご注意ください。 
（新住所） 
〒１０５－０００４ 東京都港区新橋３－７－９ 川辺ビル 5 階 
一般社団法人  都市ガス振興センター 

事業部 天然ガス化普及促進グループ 

ＴＥＬ：０３－６４３５－７６９２   
 
≪申請・お問合せ等の受付時間≫ 

 ［月～金］９：００～１７：２０（１２：００～１３：００を除く） 

 （祝祭日・５月１日・１２月２９日～１月４日を除く） 

 

交付申請書についてはセンターホームページ http://www.gasproc.or.jp./ からダウンロ

ードする事ができます。
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天然ガスの環境調和等に資する利用促進事業費補助金（災害時にも対応可能な天然ガス利用設備） 公募説明会資料 

 

 
 

 

９．申請から交付までの流れ 

 
（１）全体フロー 
 事業者 都市ガス振興センター 
公募期間 
 
４月２３日 
～６月４日 

  

審査手続等 
 
７月上旬頃 
 

  

 
事業開始 
 
 
 
 
 
事業完了 
 
 
実績報告 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
補助金支払い 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事業完了後 
翌年度 
 
 
 
 

  

 

交付申請書提出 
 

個別ヒアリング 
 

審  査 

交付決定通知 交付決定通知受理 

事業開始 
（請負会社等との契約締結） 

事業完了（2/28 迄） 
（請負会社等への支払完了） 

中間報告 
（必要に応じて現地調査実施） 

支払確定通知 

精算払請求書受理 

補助金精算払 

燃料使用量等提出 

燃料使用量等提出依頼書受理 

燃料使用量等受理 

燃料使用量等提出依頼 

実績報告（事業完了後 30日
以内又は2/28のいずれか早
い日迄） 

確 定 検 査 
（必要に応じて現地調査実施） 

支払確定通知受理 

精算払請求 

補助金受領 

実績報告書受理 
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天然ガスの環境調和等に資する利用促進事業費補助金（災害時にも対応可能な天然ガス利用設備） 公募説明会資料 

 

 
 

 

 
 

（２）交付申請準備から事業完了までの期間に事業者が行う業務の詳細フロー

詳細フロー（例） 事業者が行う業務 必要書類

概算見積依頼書を作成し、見積依頼内容、範囲を明確に

し、業者に見積を依頼。
見積依頼書（P.85別紙⑲参照）

依頼した業者から見積を受領。内容、金額が正しいか、一
式５０万円以上の見積項目がないか確認

見積書（社印要）

交付申請書を作成し、センターに提出※
交付申請書提出（見積回答日以降かつ公募期間内の日
付）

交付決定通知書受領 交付決定通知書（センターが発行）

実施見積依頼書を作成し、競争入札（又は３社以上の相
見積）を行う※

見積依頼書（P.85別紙⑲参照）

見積依頼先から見積を受領。内容、金額が正しいか、一
式５０万円以上の見積項目がないか確認

見積書（３社以上、社印要）

最も安価な見積業者と契約を締結
契約書（収入印紙要）、又は、注文書および注文請書
（収入印紙要）

工事の進捗状況を把握しながら、予定した期間内に工事
が完了するよう工程管理を行う

施工完了後、納品書または完了届け等を受領、および、
仕様通りの能力であることを確認・証明できる書類を受領

納品書又は完了届等

契約通り施工（納品）が完了したか確認し、支障がなけれ
ば検収を行う

受領書又は検収書等（納品書以降の日付）

請求書を受領。支払は金融機関からの振込となるよう経理
部門に伝える

請求書（検収書以降の日付）

必要に応じてセンターに中間報告を行う 実績報告書の途中段階のもの(申請者印不要)

施工業者等に費用を支払い、証明書を入手すること
金融機関発行の振込証明書、又は、支払伝票等および
領収書（収入印紙要）

・ 補助事業の遂行にあたっては、上記事業の流れを参考に、各段階において補助事業者自身が主体と
　 なって必要な作業を進めて下さい。（あくまで参考であり異なるケースもあります）
・ 必要な書類を適切な時期に発行または入手し、日付の整合がとれているか確認をとりながら事業を進
めて下さい。

・ 必要書類の原本（原本を契約先に渡す場合はそのコピー）は、大切に保管しておいて下さい。
実績報告時、必要書類のコピーを添付していただきます。また原本の確認をさせて頂く場合があります。

・ 売買、請負、委託その他の契約を締結するときは、競争入札（又は３社以上の相見積）により発注先を
選定して下さい。

・ 補助事業を構成する全ての工事等（補助対象経費であるか否かは関係ありません）の完了、検収と費
用の支払いをもって補助事業の完了とします。

※ 発注先の選定にあたり、補助事業の運営上、競争入札（又は３社以上の相見積）が著しく困難又は不
適当である場合は、事由発生次第、センターに発注先選定理由書を提出願います。尚、理由書の内容
や提出の時期によりセンターにて否認され、該当部分が補助の対象から除外となる場合がありますので
ご注意下さい。

支払完了
（事業完了）

検収

↓

請求

↓

中間報告

↓

契約締結
（事業開始）

↓

施工開始

↓

納品

↓

交付決定

↓

実施見積依頼

↓

実施見積回答

↓

概算見積依頼

↓

概算見積回答

↓

交付申請

↓
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天然ガスの環境調和等に資する利用促進事業費補助金（災害時にも対応可能な天然ガス利用設備） 公募説明会資料 

 

 
 

 

 
 
 
 

【個人情報の利用目的について】 
本補助事業に伴い一般社団法人 都市ガス振興センターが事業者の方々から取得した個人

情報は以下の目的に利用いたします。 
 
・ 「平成３０年度天然ガスの環境調和等に資する利用促進事業費補助金」に係る業務（ご

連絡、資料送付、他の同類国庫補助金に対する重複申請の調査等） 
 
なお、本補助事業に伴いご提供いただいた個人情報を上記の目的以外で利用することは

ありません。（但し、法令等により定められている場合を除きます） 
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１０－１．交付申請・実施計画 
・発注計画関係 

 
 



（別紙①）
（様式第１－１)

一般社団法人
都市ガス振興センター　　　御中

天然ガスの環境調和等に資する利用促進事業費補助金、交付規程第7条第2項の規定に基づき、
下記のとおり補助金の交付を申請します。

記
１．申請者

※　申請者が複数の場合は、全ての申請者について記入のうえ押印すること。

　　記入順序は所有者、使用者、その他の順とし、複数の申請者が補助対象設備を所有する予定の場合は
　　補助金交付申請金額が多い申請者を先に記入すること。

申請日(記入日)

平 成

番号

 東京都港区西新橋１－１－XX

（災害時にも対応可能な天然ガス利用設備）
交付申請書

法人名 虎ノ門工業株式会社
印

代表者名 虎ノ門　一郎

役　　　職 代表取締役社長

住　　所

受 理 番 号 （センターで記入） 番　　号

AABBCC_０００１

30 6 1

- 0001

平成３０年度天然ガスの環境調和等に資する利用促進事業費補助金

郵便
105

年 月 日年 月 日年 月 日

社印

代表者
印

申請者が複数の場合
下記の※参照。

申請者の社内上申番号を
記入する。（空欄可）

募集期間内であることを確認。
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（別紙②）
（様式第２－１）

１．補助事業の実施計画
（１）実施場所

（ － ）

※地図を添付し、施設の位置を明記すること。

（２）補助事業の概要

※　共同申請にかかる相互の契約や役割分担が分かる資料を添付すること。
※　該当条件は、設備の使用者が中小企業基本法に定める中小企業であること。

平成３０年度天然ガスの環境調和等に資する利用促進事業費補助金
（災害時にも対応可能な天然ガス利用設備）

実施計画書

住 所

105 0001

 東京都港区西新橋１－１－XX

従来方式と補助事業方式の燃料消費設備の種類と能力

従来方式 蒸気ボイラ 1t/h(熱出力627kW)×2缶 (合計：1,254kW)

補助事業方式 蒸気ボイラ 1t/h(熱出力627kW)×2缶 (合計：1,254kW)

最寄り駅 地下鉄銀座線　虎ノ門駅

施設の名称 虎ノ門工業株式会社　虎ノ門工場

施設の所有者 虎ノ門工業株式会社

設備の用途 洗浄槽の加熱および空調用

支払い方法　　　　

設備使用者の計画
　金融機関振込 ・ リース ・ 賃貸 ・ エネルギーサービス(含むESCO) ・

　支払い委託(金融機関名称：　　　　　　　　　　　　　　)

共同申請情報

付帯設備の補助対象範囲

撤　去 A重油サービスタンク、A重油地下タンク(廃止・砂埋め)、A重油配管

更　新 軟水装置、薬注装置、給水タンク、台数制御装置、給水配管、蒸気配管

新　設 専用ガス計測装置、ガス配管

その他特記事項

中小企業優遇による申請 該当する
　
　　・　　　該当しない

補助対象設備を設置する
建物が「新築」 該当する

　
　　・　　　該当しない

都道府県から記入する。

○○線、○○駅等を記入する。

○○㈱、○○工場等を記入する。

その他特記事項があれば記入する。

共同申請の場合、関係につき記入する。

該当する項目にマークする。

該当する項目にマークする。
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２．補助事業の具体的な内容
（１）設備詳細

＜ａ．導入予定の自家発電設備＞

省エネ評価データ 省エネルギー率

※　効率は低位発熱量基準定格運転時のもので、小数点第２位を四捨五入した値を記載すること。
※　「燃料消費量」および「定格発電出力」は設備の定格値を記載すること。
※　全ての申請設備群ごとに全数記入すること。記入枠は必要な数をコピーすること。

＜b．冷温水機＞

省エネ評価データ 省エネルギー率

※　ＣＯＰはメーカー仕様書の値、または冷房能力(kW)／冷房時燃料消費量(kW・高位発熱量基準)
　　で求める値を記載すること。
※　「燃料消費量」および「定格熱出力」は設備の定格値を記載すること。
※　必要に応じ、適した単位に修正すること。
※　全ての申請設備群ごとに全数記入すること。記入枠は必要な数をコピーすること。
※　効率については、高位発熱量基準の値を記載すること。
※　自家発電設備と組み合わされるジェネリンクは＜ａ．導入予定の自家発電設備＞に記入すること。

設備名称 燃料種

燃料消費量
（Nm3/h）

単位発熱量
（GJ/千Nm3）
（低位基準）

燃料消費量
（MJ/h）

定格発電出力
(kW）

発電効率
（LHV %） 総合効率

（LHV %）
台数

停電
対応

導入
状況

① ② ①×②＝③ ④ ⑤＝④÷③×3.6

ガスエンジン
都市ガス
(45MJ) 86.4 40.6 3507.84 38.0% 2 ○ 更新370

合計

定格実測→定格仕様 ② ⑥
５％以上の省エネ

部分実測→部分想定 ③ ⑦

(従来→補助事業) ﾒｰｶｰ標準品 特機or改造
16.9 ％

定格仕様→定格仕様 ① ⑤

設備名称
燃料消費量
( Nm3/h )

定格熱出力
（ kW ）

COP. 台数
（単位）

想定仕様→定格仕様 ④ ⑧

従来方式 補助事業方式

設備名称 燃料種別
燃料消費量 定格熱出力

（ kW ）
台数

　

吸収式冷温水器(冷房
能力352kW未満) Ａ重油

24.3
246 1

　

16.1 246 1.2 1
l/h

吸収式冷温水器(冷房
能力352kW未満)

(従来→補助事業) ﾒｰｶｰ標準品 特機or改造
10.0 ％ ( 定格・部分負荷 )で算定

　 　

５％以上の省エネ　・高効率設備の採用
部分実測→部分想定 ③ ⑦
想定仕様→定格仕様 ④ ⑧

定格仕様→定格仕様 ① ⑤
定格実測→定格仕様 ② ⑥

新設、増設、更新から選択。

停電対応機能付きの場合は選択。

低位発熱量（LHV）であることに
注意。

自動計算される。

該当する設備・燃料種を選択。

記載がない場合は直接記入。

LHVであることに注意。

該当する設備を選択。記載が

ない場合は直接記入。

該当する燃料種を選択。記載

がない場合は直接記入。

自動記入される。

高位発熱量（HHV）

基準で入力。

HHV基準で入力。該当する設備を選択。記
載がない場合は直接記入。

自動計算される。該当する内容に○をする。

申請で用いる方法の一方にマークする。
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＜c．ＧＨＰ＞

省エネ評価データ 省エネルギー率

※　更新・改造後設備がGHP.の場合は更新・改造前設備の仕様共、本表へ記載すること。
※　GHPの「燃料消費量」は冷房定格と冷房定格中間および中間冷房標準の燃料消費量を記入すること。
※　GHPの「定格出力」は冷房定格と冷房定格中間および中間冷房標準の能力値を記入すること。

　但し、「定格中間能力」及び「定格中間燃料消費量」の記載のない機種は、定格の値のみを記入する。
　また、暖房用ボイラからの更新・改造については、暖房の値を記入すること。

※　必要に応じ、適した単位に修正すること。
※　全ての申請設備群ごとに全数記入すること。記入枠は必要な数をコピーすること。

＜d．ボイラ＞

省エネ評価データ 省エネルギー率

※　ボイラ効率は低位発熱量基準定常運転時のもので、小数点第２位を四捨五入した値を記載すること。
※　「燃料消費量」および「定格熱出力」は設備の定格値を記載すること。
※　必要に応じ、適した単位に修正すること。
※　全ての申請設備群ごとに全数記入すること。記入枠は必要な数をコピーすること。
※　効率については、低位発熱量基準の値を記載すること。

従来方式 補助事業方式

設備名称 燃料種別

燃料消費量

( Nm3/h )

定格出力
（ kW ）

台数 設備名称

燃料消費量

( Nm3/h )

定格出力
（ kW ）

ガスヒートポ
ンプエアコン

都市ガス
(45MJ)

2.36 28
12

ガスヒートポ
ンプエアコン

3.63 56

発電
機能定格 定格 定格 定格

定格中間 定格中間

× × 1.97 6
0.98 26.5

定格中間 定格中間

停電
対応
機能

APFp 台数

定格実測→定格仕様 ② ⑥
５％以上の省エネ　・高効率設備の採用

部分実測→部分想定 ③ ⑦

(従来→補助事業) ﾒｰｶｰ標準品 特機or改造
47.0 ％ ( 定格・部分負荷 )で算定

定格仕様→定格仕様 ① ⑤

設備名称
燃料消費量
( Nm3/h )

定格熱出力
（ kW ）

効率
( % )

台数
（単位）

想定仕様→定格仕様 ④ ⑧

従来方式 補助事業方式

設備名称 燃料種別
燃料消費量 定格熱出力

（ kW ）
台数

蒸気ボイラ(貫流0.5t/h
以上2.0t/h未満) Ａ重油

68.5
627 2 58.5 627 95 2

l/h
蒸気ボイラ(貫流
2.0t/ｈ以上)

(従来→補助事業) ﾒｰｶｰ標準品 特機or改造
5.3 ％ ( 定格・部分負荷 )で算定

５％以上の省エネ　・高効率設備の採用
部分実測→部分想定 ③ ⑦
想定仕様→定格仕様 ④ ⑧

定格仕様→定格仕様 ① ⑤
定格実測→定格仕様 ② ⑥

自動計算される。

該当するものを選択。

該当する設備・燃料種を選択。記載が

ない場合は直接記入。 自動記入される。

ＬＨＶ基準で入力。 ＬＨＶ基準で入力。

自動計算される。

該当する内容に○をする。

該当する内容に○をする。

申請で用いる方法

の一方にマークする。

申請で用いる方法の一方にマークする。
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＜e．工業炉等＞

省エネ評価データ 省エネルギー率

※　「燃料消費量」および「定格出力」は設備の定格値を記載すること。
※　必要に応じ、適した単位に修正すること。
※　全ての申請設備群ごとに全数記入すること。記入枠は必要な数をコピーすること。
※　効率については、低位発熱量基準の値を記載すること。

＜f．厨房設備＞

※　「燃料消費量」および「定格熱出力」は設備の定格値を記載すること。
※　必要に応じ、適した単位に修正すること。
※　全ての申請設備群ごとに全数記入すること。記入枠は必要な数をコピーすること。

従来方式 補助事業方式

設備名称 燃料種別
燃料消費量 定格出力

（ t/h ）
台数 設備名称

燃料消費量
( Nm3/h )

定格出力
（ t/h ）

台数
（単位）

連続炉 Ａ重油
XXX

Y 1 連続炉 103.5 3 1
l/h

定格実測→定格仕様 ② ⑥
５％以上の省エネ

部分実測→部分想定 ③ ⑦

(従来→補助事業) ﾒｰｶｰ標準品 特機or改造
Z ％ ( 定格・部分負荷 )で算定

定格仕様→定格仕様 ① ⑤

想定仕様→定格仕様 ④ ⑧

従来方式 補助事業方式

設備名称 燃料種別 台数 設備名称
燃料消費量
( Nm3/h )

定格熱出力
（ kW ）

台数

ガスレンジ
都市ガス
(45MJ) 2 ガスレンジ 4.3 48.8 2

自動計算される。該当する内容に○をする。

「定格出力」例

t/バッチ、t/h等
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（２）従来方式と補助事業方式の使用燃料について
＜a.従来方式使用燃料＞

※１　直近１ヵ年の消費量実績。使用量が特定できない場合は時間当り設備燃料使用量等から推定し、その
　　　推定根拠を添付すること。適する単位を選択し、記入すること。
※２　実消費量換算に必要な場合、または、燃料種別が「その他」の場合に記入すること。

＜b.補助事業方式使用燃料＞

※３　燃料の供給事業者の高位発熱量が45MJ/Nm3あるいは46MJ/Nm3の場合は、記入不要。
※４　想定原油換算消費量、想定ＣＯ２排出量は必ず記入し、算出根拠を説明する資料を添付すること。

50.0

50.4

%） ２．Ｈ（

原油換算消費量 kl/年

ＣＯ２排出量 135.5 t-CO2/年

　燃料種別
　（いずれかに○をつける）

　１．石炭　　　　２．コークス　　３．Ａ重油　　　４．Ｂ重油

　５．Ｃ重油　　　６．軽油　　　　７．灯油　　　　８．ＬP.Ｇ

　９．液化天然ガス（LNG）　　１０．天然ガス（LNGを除く）

　１１．都市ガス　１２．その他（　　　　　　　　　　　　）

　消費量実績

　　　[kl/年][t/年][千Nm
3
/年]

※１

実 消 費 量 kl/年

 ）

　比　重
※２

　高位発熱量
　　[GJ/kl][GJ/t][GJ/千Nm

3
]

39.1 GJ/kl

　成　分[wt%]
※２

　６．その他（

%） ３．Ｏ（ %）

　４．Ｎ（ %） ５．Ｓ（ %）

　１．Ｃ（

　１．天然ガス（ %） ２．その他（

　低位発熱量
　　[GJ/kl][GJ/t][GJ/千Nm

3
]

36.6 GJ/kl

　炭素係数 0.0189 tC/GJ

　３．その他の内訳

（ %） （ %）

%）

想定原油換算消費量
※４ kl/年

想定ＣＯ２排出量
※４ t-CO2/年

（ %）

（ %） （

　原　料[vol%]
※３

（ %）

%)

%）

　３．Ｃ３Ｈ８　（ %） ４．Ｃ４Ｈ１０（ %）

　成　分[vol%]
※３

　１．ＣＨ４　　（ %） ２．Ｃ２Ｈ６　（

　５．Ｈ２　　　（ %） ６．Ｏ２　　　（

　９．ＣＯ２　　（ %） １０．その他　（  ）

%）

　７．Ｎ２　　　（ %） ８．ＣＯ　　　（ %）

　炭素係数 0.0136 tC/GJ

　高位発熱量 45.0 GJ/千Nm3

　低位発熱量 40.6 GJ/千Nm3

該当する項目にマークする。

実消費量、原油換算消費量、CO2排出量は小数点以下

2桁目を四捨五入、小数点以下1桁目まで記入。

計算シート③で計算する。（P.63別紙⑫-3を参照）

炭素係数はP.47別紙⑧を参照。

「成分」の記入は燃料種別が「その他」の場合の
み。成分・比重・発熱量等の値を証明する書類

(燃料供給会社の成分表等)を添付。

各数値はP.47別紙⑧を参照。
該当するものが無いときは
実使用燃料の値を記入する。

燃料の供給事業者の高位発熱量が、
45MJ/Nm3あるいは46MJ/Nm3以外
の場合は、「原料」「成分」を記入する。
また、数値を証明する書類の添付が

必要。

計算シート③で計算する。（P.63別紙⑫-3を参照）
炭素係数はP.47別紙⑧を参照。

各数値はP.47別紙⑧を参照。
該当するものが無いときは
実使用燃料の値を記入する。

・9.液化天然ｶﾞｽ(LNG)：LNG気化設備で供給

・10.天然ガス：熱量調整無しで供給

・11.都市ガス：熱量調整後に供給

単位は適宜プル
ダウンから選択。
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（３）審査に係る事項
ａ．省エネルギー・省ＣＯ２性と費用対効果

※　費用対効果は（補助金交付申請額（災害対策費を除く）／ＣＯ２排出削減量）を記入すること。
※　実績報告時に上記数値を満たせていない場合、補助金が交付されません。
※　厨房設備については、ＣＯ２排出削減量の評価から除外すること。

ｂ．災害時の強靭性

＊該当する項目にチェック（括弧に○を記入）すること。

（　）

（　）

（○）

（○）

（○）
※　実績報告時にチェックした内容を満たせていない場合、補助金が交付されません。
※　天然ガスの環境調和等に資する利用促進事業費補助金交付規程第３条第２項（７）（ア）～
　　（ウ）のいずれかの施設

（ア）災害時に避難所として活用される国や地方自治体の防災計画指定の施設、
　　　国や地方自治体と協定を締結している（見込みも含む）帰宅困難者受入施設
（イ）災害時に機能維持する必要性のある施設（救急指定病院・救命救急センター
　　　・災害拠点病院・地域医療支援病院など国や地方公共団体が認定または指定
　　　する医療施設、福祉避難所、地方自治体等の施設）
（ウ）国や地方自治体と震災時の物資提供の協定や災害時の協定を締結している
　　　（見込みも含む）工場・事業場

※　災害時に寄与できる設備は上記（ア）～（ウ）の施設において災害時に補助対象設備が
　　電力・空調・熱等の提供または物資提供の生産等に資することをいう。

（４）事業実施工程表
・別紙「発注計画書」の通り
・補助事業の開始及び完了予定日

設備名称
高効率
設備

導入効果

ＣＯ２削減率 29.3 ％　≧　２５％

費用対効果 85.7 千円／▲t－CO2

％　≧　５％

ＣＯ２排出削減量 39.7 ▲t‐CO2/年

省エネルギー率
（HHV %)

自家発電設備 16.9 ％　≧　５％

ボイラ ○ 5.3 ％　≧　５％

評価項目 チェック 内容

災害時の強靭性

（○） ①
①中圧ガス導管等でガス供給を受けていること

中圧ガス導管

③
工業炉について、支援物資（最終製品）を製造するた
めに必要となる設備であること

④
厨房設備について、非常時に食事の提供が可能である
こと

⑤ 停電対応型設備であること

既

（○） ②

天然ガスの環境調和等に資する利用促進事業費補助金交付規程第
３条第２項（７）（ア）～（ウ）のいずれかの施設であること

ｳ_災害時協定 物資提供

当年度
開始予定日 平成 30 年 8 月 1 日
完了予定日 平成 31 年 1 月 30 日

- 月 - 日

既

⑥ 災害時に電力供給可能な設備であること

⑦ 災害時に熱供給可能な設備であること

- 日完了予定日 平成 - 年 - 月
事業全体

開始予定日 平成 - 年

該当するものを選択。

自動計算される。

該当する項目を選択。

開始予定日は最初の工事等の契約締結予定日、
完了予定日は最終の支払完了予定日を記入する。

プルダウンから該当

する項目を選択。

プルダウンから

該当する項目を

選択（２か所）。

複数年の場合は記入。

協定が既締結か、見

込みで申請するか

プルダウンから該当

する項目を選択。

左欄で「その

他」を選択した

場合、具体的

な内容を記入。
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３．補助事業担当窓口
（１）申請者

（ － ）

－ － － －

※申請者が複数の場合、全ての申請者の担当者連絡先について記入のうえ押印すること。

（２）補助事業後の都市ガス供給事業者

（ － ）

－ － － －

（３）補助事業後の都市ガス導管事業者

（ － ）

－ － － －

（フリガナ） トラノモン　ジロウ

実施責任者名 虎ノ門　二郎

役 職 主任

法人名 虎ノ門工業株式会社
印

部署名 関東工業　工務部

3502 582X
E-mailアドレス  jiro@toranomon-gas.co.jp

法人名 虎ノ門ガス株式会社

住 所
105 0001

東京都港区西新橋１－１－XX

電話番号 03 3502 559X FAX番号 03

役 職 課長

住 所
105 0003

東京都港区虎ノ門１－２－Ｘ

部署名 産業営業部

（フリガナ） トラノモン　サブロウ

担当者名 虎ノ門　三郎

1234 890X
E-mailアドレス  saburo@toranomon-gas.co.jp

法人名 虎ノ門ガス株式会社

電話番号 03 1234 567X FAX番号 03

役 職 課長

住 所
105 0003

東京都港区虎ノ門１－２－Ｘ

部署名 導管営業部

（フリガナ） トラノモン　サブロウ

担当者名 虎ノ門　四郎

1234 890X
E-mailアドレス  shiro@toranomon-gas.co.jp

電話番号 03 1234 567X FAX番号 03

担当者

担当者
印

申請者が複数の場合は、補助対象設備を所有
する予定の申請者を筆頭に記入し、続いて使
用者を記入する。その他の書類についても連
名で記載する場合は、この順番で記入する。

ガス会社の担当者が小売り部門と導管部門
で担当窓口が同じ場合には「同上」で可。
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４．補助対象経費の算出根拠
別紙「申請金額整理表」の通り。

補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金の配分額

区分
補助事業に
要する経費

補助対象経費 補助率 補助金交付申請額

1/3 100,000
円

Ⅱ． 既存設備撤去費 700,000
円

600,000
円

1/3

Ⅰ． 設　計　費 300,000
円

300,000
円

200,000
円

Ⅲ． 新規設備機器費 6,000,000
円

6,000,000
円

1/3 2,000,000
円

Ⅳ． 新規設備設置工事費 2,000,000
円

1,500,000
円

1/3 500,000
円

1/3 600,000
円

合　計 11,500,000
円

10,200,000
円

3,400,000

Ⅴ． 敷地内ガス管敷設費 2,500,000
円

1,800,000
円

※「補助事業に要する経費」とは、当該事業を遂行するために必要な経費を意味します。
 　 なお、消費税及び地方消費税相当額を差し引いた金額を記入してください。
※「補助対象経費」には、「補助事業に要する経費」のうちで補助対象となる経費につ
 　 いて、消費税及び地方消費税相当額を差し引いた金額を記入してください。
※「補助金交付申請額」は、「補助対象経費」のうちで補助金の交付を希望する額で、
　　その限度は、「補助対象経費」に補助率を乗じた額（１円未満は切捨て）をいいます。
※　申請者が複数の場合、合計金額を記入してください。
※「災害対策費」とは自家発電設備等の停電対応に係る経費をいいます。

円

（内）災害対策費 1,500,000
円

1,200,000
円

1/3 400,000
円

当年度の金額を記入。
消費税等は補助対象外のため、

税抜きで記入。

「補助対象経費」×
「補助率」の金額を
記入。但し、１円未
満は切り捨てとする。

補助事業に要する経費のうち、補助対象外の経費を除外した金額（当該年度分）を記入する。
見積書は対象範囲・対象外範囲の内訳や対象年度が分かるものとし、経費の区分等が分かり

にくい場合は注釈をつける。
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５．補助事業者の概要

（ － ）

－ － － －

円 人

円 円
所有者
使用者
エネルギーサービス事業者（補助対象設備を使用し電力や熱を販売する）
その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

※各項目について直近決算年度末の数値を補助事業者の単体ベースで記入すること。

６．資金調達計画（補助事業に要する経費）

※複数年度事業の場合、事業全体の金額を記入すること。
※金額に消費税等は含まないこと。
※申請者が複数の場合、合計金額を記入し、申請者ごとの計画が分かる書類を添付すること。

７．確認事項
＊該当する項目にチェック（括弧に○を記入）すること。

他の補助金との重複（予定含む）
該当する場合、補助金名称：
自社製品の調達等

※本補助金で申請したＣＯ２排出削減量は、他の補助金に重複して申請できません。

法人名 虎ノ門工業株式会社

代表者名 虎ノ門　一郎

役 職 代表取締役　社長

住 所
105 0001

 東京都港区西新橋１－１－XX

電話番号 03 6435 769X FAX番号 03

経常利益

5473 155X
業 種 化学工業

資本金※ 20,000,000 従業員数 40

補助対象設備
に対する申請

者の役割

（○）
（○）
（　）
（　）

調 達 先

決算情報※ 前年度 売上高

円
11,500,000

円

（　）

（　）

※補助対象経費に、国からの補助金等（補助金に係る予算の執行の適正化に関する法律第2条第1項
　に規定する補助金等をいう。）の対象経費を含む事業ではないこと（法令等の規定により、補助
　対象経費に充当することが認められているものを除く）。

補 助 金 自己資金 借 入 金 合   計

調達金額 3,400,000
円

8,100,000
円

0

申請者が複数の場合は、補助対象設備を
所有する予定の申請者を筆頭に記入し、
続いて使用者を記入する。その他の書類
についても連名で記載する場合は、この順

番で記入する。

法人名、代表者名、
役職、住所は履歴
事項全部事項証明
書に記載の通りと

する。

該当する項目にすべてチェック（括弧に○を記入）
する。その他に該当する場合、内容を記入する。

該当する項目にすべてチェック（括弧に〇を記入する。）

申請する設備が他の補助金と重複する場合には○を記入
し、補助金名称を記入する。
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,
0
0
0
,
0
0
0

4
,
0
0
0
,
0
0
0

2
6
,
0
0
0
,
0
0
0

0
2
,
0
0
0
,
0
0
0

0
1
6
,
0
0
0
,
0
0
0

3
,
0
0
0
,
0
0
0

2
1
,
0
0
0
,
0
0
0

③
据
付
工
事

(
株
)
Ｂ
Ｂ
Ｂ

0
0

0
1
,
0
0
0
,
0
0
0

0
1
,
0
0
0
,
0
0
0

0
0

0
1
,
0
0
0
,
0
0
0

0
1
,
0
0
0
,
0
0
0

④
廃
熱
利
用
工
事

Ｃ
Ｃ
Ｃ
(
株
)

0
0

1
0
,
0
0
0
,
0
0
0

2
,
0
0
0
,
0
0
0

2
,
0
0
0
,
0
0
0

1
4
,
0
0
0
,
0
0
0

0
0

8
,
0
0
0
,
0
0
0

1
,
6
0
0
,
0
0
0

1
,
6
0
0
,
0
0
0

1
1
,
2
0
0
,
0
0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

合
計

3
,
0
0
0
,
0
0
0

2
,
0
0
0
,
0
0
0

5
0
,
0
0
0
,
0
0
0

2
3
,
0
0
0
,
0
0
0

6
,
0
0
0
,
0
0
0

8
4
,
0
0
0
,
0
0
0

2
,
6
0
0
,
0
0
0

2
,
0
0
0
,
0
0
0

4
8
,
0
0
0
,
0
0
0

1
8
,
6
0
0
,
0
0
0

4
,
6
0
0
,
0
0
0

7
5
,
8
0
0
,
0
0
0

補
助
率

補
助
金

8
6
6
,
6
6
6

6
6
6
,
6
6
6

1
5
,
9
9
9
,
9
9
9

6
,
1
9
9
,
9
9
9

1
,
5
3
3
,
3
3
3

2
5
,
2
6
6
,
6
6
3

平
成
３
０
年
度
分

設
計
費

既
存
設
備
撤
去
費

新
規
設
備
機
器
費
新
規
設
備
設
置
工
事
費
敷
地
内
ガ
ス
管
敷
設
費

合
計

設
計
費

既
存
設
備
撤
去
費

新
規
設
備
機
器
費
新
規
設
備
設
置
工
事
費
敷
地
内
ガ
ス
管
敷
設
費

合
計

①
コ
ー
ジ
ェ
ネ
機
器
製
作

Ａ
Ａ
Ａ
(
株
)

3
,
0
0
0
,
0
0
0

0
4
0
,
0
0
0
,
0
0
0

0
0

4
3
,
0
0
0
,
0
0
0

2
,
6
0
0
,
0
0
0

0
4
0
,
0
0
0
,
0
0
0

0
0

4
2
,
6
0
0
,
0
0
0

②
基
礎
工
事

(
株
)
Ｂ
Ｂ
Ｂ

0
2
,
0
0
0
,
0
0
0

0
2
0
,
0
0
0
,
0
0
0

4
,
0
0
0
,
0
0
0

2
6
,
0
0
0
,
0
0
0

0
2
,
0
0
0
,
0
0
0

0
1
6
,
0
0
0
,
0
0
0

3
,
0
0
0
,
0
0
0

2
1
,
0
0
0
,
0
0
0

③
据
付
工
事

(
株
)
Ｂ
Ｂ
Ｂ

0
0

0
1
,
0
0
0
,
0
0
0

0
1
,
0
0
0
,
0
0
0

0
0

0
1
,
0
0
0
,
0
0
0

0
1
,
0
0
0
,
0
0
0

④
廃
熱
利
用
工
事

Ｃ
Ｃ
Ｃ
(
株
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

合
計

3
,
0
0
0
,
0
0
0

2
,
0
0
0
,
0
0
0

4
0
,
0
0
0
,
0
0
0

2
1
,
0
0
0
,
0
0
0

4
,
0
0
0
,
0
0
0

7
0
,
0
0
0
,
0
0
0

2
,
6
0
0
,
0
0
0

2
,
0
0
0
,
0
0
0

4
0
,
0
0
0
,
0
0
0

1
7
,
0
0
0
,
0
0
0

3
,
0
0
0
,
0
0
0

6
4
,
6
0
0
,
0
0
0

補
助
率

1
/
3

補
助
金

8
6
6
,
6
6
6

6
6
6
,
6
6
6

1
3
,
3
3
3
,
3
3
3

5
,
6
6
6
,
6
6
6

1
,
0
0
0
,
0
0
0

2
1
,
5
3
3
,
3
3
1

平
成
３
１
年
度
分

設
計
費

既
存
設
備
撤
去
費

新
規
設
備
機
器
費
新
規
設
備
設
置
工
事
費
敷
地
内
ガ
ス
管
敷
設
費

合
計

設
計
費

既
存
設
備
撤
去
費

新
規
設
備
機
器
費
新
規
設
備
設
置
工
事
費
敷
地
内
ガ
ス
管
敷
設
費

合
計

①
コ
ー
ジ
ェ
ネ
機
器
製
作

Ａ
Ａ
Ａ
(
株
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

②
基
礎
工
事

(
株
)
Ｂ
Ｂ
Ｂ

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

③
据
付
工
事

(
株
)
Ｂ
Ｂ
Ｂ

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

④
廃
熱
利
用
工
事

Ｃ
Ｃ
Ｃ
(
株
)

0
0

1
0
,
0
0
0
,
0
0
0

2
,
0
0
0
,
0
0
0

2
,
0
0
0
,
0
0
0

1
4
,
0
0
0
,
0
0
0

0
0

8
,
0
0
0
,
0
0
0

1
,
6
0
0
,
0
0
0

1
,
6
0
0
,
0
0
0

1
1
,
2
0
0
,
0
0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

合
計

0
0

1
0
,
0
0
0
,
0
0
0

2
,
0
0
0
,
0
0
0

2
,
0
0
0
,
0
0
0

1
4
,
0
0
0
,
0
0
0

0
0

8
,
0
0
0
,
0
0
0

1
,
6
0
0
,
0
0
0

1
,
6
0
0
,
0
0
0

1
1
,
2
0
0
,
0
0
0

補
助
率

1
/
3

補
助
金

0
0

2
,
6
6
6
,
6
6
6

5
3
3
,
3
3
3

5
3
3
,
3
3
3

3
,
7
3
3
,
3
3
2

補
助
事
業
に
要
す
る
経
費

補
助
対
象
経
費

見
積
会
社

見
積
件
名

補
助
事
業
に
要
す
る
経
費

補
助
対
象
経
費

見
積
会
社

平
成
３
０
年
度
天
然
ガ
ス
の
環
境
調
和
等
に
資
す
る
利
用
促
進
事
業
費
補
助
金
　
申
請
金
額
整
理
表

見
積
件
名

見
積
会
社

補
助
事
業
に
要
す
る
経
費

補
助
対
象
経
費

見
積
件
名

「
全
体
計
画
」
の
表
の
「
見
積
件
名
」
が
転
記
さ
れ
る
。

補
助
事
業
に
要
す
る
経
費
を
構
成
す
る
す
べ
て
の
見
積
件
名
を
記
入
す
る
。

名
称
は
見
積
依
頼
書
の
件
名
と
同
じ
に
す
る
。

単
年
度
事
業
の
場
合
は
、
平
成
３
０
年
度
の
み
記
入
す
る
。

各
見
積
件
名
の
複
数
年
の
合
計
金
額
が
記
入
さ
れ
る
。
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（別紙③-2）

合計

○○○○株式会社

△△△△株式会社

※　金額に消費税等は含まないこと。
※　複数年度事業の場合、「初年度」「２年度目」「合表」を作成すること。

400,000
円

（内）災害対策費 0
円

0
円

0
円

（内）災害対策費 1,500,000
円

1,200,000
円

400,000
円

（内）災害対策費 1,500,000
円

1,200,000
円

円

2,000,000
円

3,400,000
円

500,000
円

600,000
円

200,000

円

補助金交付申請額

円
300,000

補助率補助事業に要する経費 補助対象経費

100,0001/3

円

円

区　分

円
600,000

円
Ⅰ．設　計　費 300,000

Ⅱ．既存設備撤去費 700,000

Ⅲ．新規設備機器費 6,000,000
円

6,000,000

1/3

円
1/3

1/3

円
1/3

10,200,000

1,800,000

Ⅳ．新規設備設置工事費 2,000,000
円

1,500,000

円

　　合　　　計 11,500,000
円

補助事業に要する経費等の申請者別内訳について(記入例)

区　分 補助事業に要する経費 補助対象経費 補助率 補助金交付申請額

円

Ⅴ．敷地内ガス管敷設費 2,500,000

300,000
円

300,000 1/3 100,000
円 円

Ⅱ．既存設備撤去費 700,000
円

600,000
円

1/3 200,000
円

Ⅰ．設　計　費

Ⅲ．新規設備機器費 6,000,000
円

6,000,000
円

1/3 2,000,000

円

円
1/3

Ⅴ．敷地内ガス管敷設費 0

Ⅳ．新規設備設置工事費 2,000,000
円

1,500,000

　　合　　　計 9,000,000
円

8,400,000

円

500,000
円

2,800,000
円

0

補助率

円

円
0

円
1/3

補助事業に要する経費 補助対象経費 補助金交付申請額

Ⅰ．設　計　費 0
円

0
円

1/3 0
円

区　分

Ⅲ．新規設備機器費 0
円

0

Ⅱ．既存設備撤去費 0
円

0 0
円

円
1/3 0

円

円
1/3

0
円円

1/3Ⅳ．新規設備設置工事費 0
円

0

円
1/3 600,000

円
Ⅴ．敷地内ガス管敷設費 2,500,000

円
1,800,000

600,000
円

　　合　　　計 2,500,000
円

1,800,000
円

※「補助対象経費」×「補助率」の金額を記入。但し、
１円未満は切り捨てとする。

「補助対象経費」×「補助率」の金額を記入。合計の各区分の経費の金
額に合うように申請者間で１円単位の切捨て切上げは調整する。

災害対策に要する費用について、
全項目の合計を記入。

災害対策に対する補助金交付申
請額を記入。

当該年度の金額を記入。
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（別紙④）

○○○○株式会社

△△△△株式会社

※　金額に消費税等は含まないこと。
※　複数年度事業の場合は、年度毎及び事業全体の金額の表を作成すること。

1,900,000調達金額

調達金額 2,800,000
円

調 達 先 補 助 金

600,000
円

申請者別の資金調達計画について(記入例)

合　　計

調 達 先 補 助 金 自己資金

9,000,000
円

0
円

借 入 金

借 入 金

6,200,000

円円

円

合　　計

2,500,000
円

0

自己資金

申請者が複数の場合、下記を参考に記入。
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（別紙⑤-1）

件名：

18

19

15

17

14

16

12

13

10 平成○年○月○日 支払い完了

11 平成○年○月○日 実績報告

納品

8 平成○年○月○日 検収

9 平成○年○月○日 請求

4 平成○年○月○日 実施見積依頼（〇〇(株)、　(株)△△、　□□(株)）

5 平成○年○月○日 実施見積回答（〇〇(株)、　(株)△△、　□□(株)）

2 平成○年○月○日 概算見積回答（〇〇(株)：　○○，○○○円）

3 平成○年○月○日 交付申請

平成３０年度天然ガスの環境調和等に資する利用促進事業費補助金

発注計画書（単年度事業記入例）

Ｎｏ 年　月　日 発　注　計　画

1 平成○年○月○日 概算見積依頼（〇〇(株)）

6

20

平成○年○月○日 契約締結

7 平成○年○月○日

見積依頼書の件名を記入すること。

金額は税別価格とすること。

交付申請以降は、予定を記入すること。

補助事業に要する経費を構成するすべての発注につ
いて、件名（契約）ごとに本紙を作成すること。
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（別紙⑤-2）

件名：

平成３０年度天然ガスの環境調和等に資する利用促進事業費補助金

発注計画書（複数年度事業記入例）

Ｎｏ 年　月　日 発　注　計　画

1 平成○年○月○日 概算見積依頼（〇〇(株)）

2 平成○年○月○日 概算見積回答（〇〇(株)：　○○，○○○円税別）

3 平成○年○月○日 交付申請（１年目）

4 平成○年○月○日 実施見積依頼（〇〇(株)、　(株)△△、　□□(株)）

5 平成○年○月○日 実施見積回答（〇〇(株)、　(株)△△、　□□(株)）

6 平成○年○月○日 契約締結

7 平成○年○月○日 納品

8 平成○年○月○日 検収

9 平成○年○月○日 請求

10 平成○年○月○日 支払い完了

11 平成○年○月○日 実績報告

12 平成○年○月○日 交付申請（２年目）

13 平成○年○月○日 概算見積依頼（〇〇(株)）

14 平成○年○月○日 概算見積回答（〇〇(株)：　○○，○○○円税別）

15 平成○年○月○日 実施見積依頼（〇〇(株)、　(株)△△、　□□(株)）

16 平成○年○月○日 実施見積回答（〇〇(株)、　(株)△△、　□□(株)）

17 平成○年○月○日 契約締結

20 平成○年○月○日 請求

18 平成○年○月○日 納品

19 平成○年○月○日 検収

21 平成○年○月○日 支払い完了

22 平成○年○月○日 実績報告

23

24

見積依頼書の件名を記入すること。

金額は税別価格とすること。

補助事業に要する経費を構成するすべての発注につ
いて、件名ごとに本紙を作成すること。

交付申請以降は、予定を記入すること。

交付申請以降は、予定を記入すること。

金額は税別価格とすること。

見積会社が決定している場合のみ、
記入すること。
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（別紙⑥）

日本標準産業分類（平成25年１0月改定）

分類 業種 業種分類
農業、林業

Ａ０１ 農業 製造業その他
Ａ０２ 林業 製造業その他

漁業
Ｂ０３ 漁業（水産養殖業を除く） 製造業その他
Ｂ０４ 水産養殖業 製造業その他

鉱業、採石業、砂利採取業
Ｃ０５ 鉱業、採石業、砂利採取業 製造業その他

建設業
Ｄ０６ 総合工事業 製造業その他
Ｄ０７ 職別工事業（設備工事業を除く） 製造業その他
Ｄ０８ 設備工事業 製造業その他

製造業
Ｅ０９ 食料品製造業 製造業その他
Ｅ１０ 飲料・たばこ・飼料製造業 製造業その他
Ｅ１１ 繊維工業 製造業その他
Ｅ１２ 木材・木製品製造業（家具を除く） 製造業その他
Ｅ１３ 家具・装備品製造業 製造業その他
Ｅ１４ パルプ・紙・紙加工品製造業 製造業その他
Ｅ１５ 印刷・同関連業 製造業その他
Ｅ１６ 化学工業 製造業その他
Ｅ１７ 石油製品・石炭製品製造業 製造業その他
Ｅ１８ プラスチック製品製造業 製造業その他
Ｅ１９ ゴム製品製造業 製造業その他
Ｅ２０ なめし革・同製品・毛皮製造業 製造業その他
Ｅ２１ 窯業・土石製品製造業 製造業その他
Ｅ２２ 鉄鋼業 製造業その他
Ｅ２３ 非鉄金属製造業 製造業その他
Ｅ２４ 金属製品製造業 製造業その他
Ｅ２５ はん用機械器具製造業 製造業その他
Ｅ２６ 生産用機械器具製造業 製造業その他
Ｅ２７ 業務用機械器具製造業 製造業その他
Ｅ２８ 電子部品・デバイス・電子回路製造業 製造業その他
Ｅ２９ 電気機械器具製造業 製造業その他
Ｅ３０ 情報通信機械器具製造業 製造業その他
Ｅ３１ 輸送用機械器具製造業 製造業その他
Ｅ３２ その他の製造業 製造業その他

電気・ガス・熱供給・水道業
Ｆ３３ 電気業 製造業その他
Ｆ３４ ガス業 製造業その他
Ｆ３５ 熱供給業 製造業その他
Ｆ３６ 水道業 製造業その他
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情報通信業
Ｇ３７ 通信業 製造業その他
Ｇ３８ 放送業 サービス業
Ｇ３９ 情報サービス業 サービス業
Ｇ４０ インターネット付随サービス業 製造業その他

　　（映像・音声・文字情報制作業）
Ｇ４１０ 管理、補助的経済活動を行う事業所 製造業その他
Ｇ４１１ 映像情報制作・配給業 サービス業
Ｇ４１２ 音声情報制作業 サービス業
Ｇ４１３ 新聞業 製造業その他
Ｇ４１４ 出版業 製造業その他
Ｇ４１５ 広告制作業 サービス業
Ｇ４１６ 映像・音声・文字情報制作に附帯するサービス業 サービス業

運輸業、郵便業
Ｈ４２ 鉄道業 製造業その他
Ｈ４３ 道路旅客運送業 製造業その他
Ｈ４４ 道路貨物運送業 製造業その他
Ｈ４５ 水運業 製造業その他
Ｈ４６ 航空運輸業 製造業その他
Ｈ４７ 倉庫業 製造業その他
Ｈ４８ 運輸に付随するサービス業 製造業その他
Ｈ４９ 郵便業（信書便事業を含む） 製造業その他

卸売業、小売業
Ｉ５０ 各種商品卸売業 卸売業
Ｉ５１ 繊維・衣服等卸売業 卸売業
Ｉ５２ 飲食料品卸売業 卸売業
Ｉ５３ 建築材料、鉱物・金属材料等卸売業 卸売業
Ｉ５４ 機械器具卸売業 卸売業
Ｉ５５ その他の卸売業 卸売業
Ｉ５６ 各種商品小売業 小売業
Ｉ５７ 織物・衣服・身の回り品小売業 小売業
Ｉ５８ 飲食料品小売業 小売業
Ｉ５９ 機械器具小売業 小売業
Ｉ６０ その他の小売業 小売業
Ｉ６１ 無店舗小売業 小売業

金融業、保険業
Ｊ６２ 銀行業 製造業その他
Ｊ６３ 協同組織金融業 製造業その他
Ｊ６４ 貸金業、クレジットカード業等非貯金信用機関 製造業その他
Ｊ６５ 金融商品取引業、商品先物取引業 製造業その他
Ｊ６６ 補助的金融業等 製造業その他
Ｊ６７ 保険業（保険媒介代理業、保険サービス業を含む） 製造業その他

不動産業、物品賃貸業
Ｋ６８ 不動産取引業 製造業その他

　　（不動産賃貸業・管理業）
Ｋ６９０ 管理、補助的経済活動を行う事業所 製造業その他
Ｋ６９１ 不動産賃貸業（貸家業、貸間業を除く） 製造業その他
Ｋ６９２ 貸家業、貸間業 製造業その他
Ｋ６９３ 駐車場業 サービス業
Ｋ６９４ 不動産管理業 製造業その他
Ｋ７０ 物品賃貸業 サービス業
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学術研究、専門・技術サービス業
Ｌ７１ 学術・開発研究機関 サービス業
Ｌ７２ 専門サービス業（他に分類されないもの） サービス業
Ｌ７３ 広告業 サービス業
Ｌ７４ 技術サービス業（他に分類されないもの） サービス業

宿泊業、飲食サービス業
Ｍ７５ 宿泊業 サービス業
Ｍ７６ 飲食店 小売業
Ｍ７７ 持ち帰り・配達飲食サービス業 小売業

生活関連サービス業、娯楽業
Ｎ７８ 洗濯・理容・美容・浴場業 サービス業

　　（その他の生活関連サービス業）
Ｎ７９０ 管理、補助的経済活動を行う事業所 サービス業
Ｎ７９１ 旅行業 製造業その他
Ｎ７９２ 家事サービス業 サービス業
Ｎ７９３ 衣服裁縫修理業 サービス業
Ｎ７９４ 物品預り業 サービス業
Ｎ７９５ 火葬・墓地管理業 サービス業
Ｎ７９６ 冠婚葬祭業 サービス業
Ｎ７９９ 他に分類されない生活関連サービス業 サービス業
Ｎ８０ 娯楽業 サービス業

教育、学習支援業
Ｏ８１ 学校教育 サービス業
Ｏ８２ その他の教育、学習支援業 サービス業

医療、福祉
Ｐ８３ 医療業 ※１ サービス業
Ｐ８４ 保健衛生 サービス業
Ｐ８５ 社会保険・社会福祉・介護事業 サービス業

複合サービス業
Ｑ８６ 郵便局 サービス業
Ｑ８７ 協同組合（他に分類されないもの） サービス業

サービス業（他に分類されないもの）
Ｒ８８ 廃棄物処理業 サービス業
Ｒ８９ 自動車整備業 サービス業
Ｒ９０ 機械等修理業 サービス業
Ｒ９１ 職業紹介・労働者派遣業 サービス業
Ｒ９２ その他の事業サービス業 サービス業
Ｒ９３ 政治・経済・文化団体 サービス業
Ｒ９４ 宗教 サービス業
Ｒ９５ その他のサービス業 サービス業
Ｒ９６ 外国公務 サービス業

公務（他に分類されるものを除く）
Ｓ９７ 国家公務 製造業その他
Ｓ９８ 地方公務 製造業その他

分類不能の産業
Ｔ９９ 分類不能の産業 製造業その他

※１ 医療法人は、中小企業者ではありません
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（別紙⑦） 

共同申請となりうる各種契約の取扱い 
 

１．転リース 

（１）転リースとは 

転リースとは、リース物件の所有者から当該物件のリースを受け、さらに同一物件を概ね同一の

条件で第三者にリースする取引を指します。 

 

 

 

 

 

 

 

転リースの流れ 

 

（２）転リースを利用した事業の扱い 

①転リース会社が補助事業に必要な一定の役割（※）を担う必要があります。単にリース会社から

設備使用者の間に入ってリースするだけのものは認められません。 

※ 操業管理・メンテナンス・電気や熱の販売等 

②リース会社・転リース会社・設備使用者の３者共同申請とする必要があります。 

③各リースの契約において、設備を財産処分期間使用できる契約とする必要があります。 

④実施計画書（様式第 2-1）に３者の関係と役割分担を添付して下さい。 

⑤交付申請書および実績報告書に以下の書類を添付して下さい。 

・リース会社と転リース会社、転リース会社と設備使用者、各リース契約書の写し 

・各リース契約金額に関する料金計算書（補助金相当額が減額されていることを証明できる書

類） 

※交付申請書に添付する資料は案で可 

⑥事業の完了は、設備所有者（リース会社）が発注者へ経費の支払いを行った日とします。 

 

２．リースバック 

（１）リースバックとは 
使用者が事業用資産を売却し、それをそのまま使用しながら買い主（設備所有者＝リー

ス会社）に使用料を支払う方式を指します。 
 
（２）リースバックの流れ 
    ①設備使用者が発注先から設備等を購入し支払います。 
    ②設備使用者は、リース会社に設備を売却します。 
    ③リース会社は設備使用者に対し、購入した設備をリースします。 
 

（３）リースバックを利用した事業の扱い 

①リースバックを利用する場合は、事前にセンターに内容を説明し、事業形態について

了解を得る必要があります。 

②補助金は、共同申請者のうちリース会社（設備の所有者）に支払われます。 

設備リース 

支払 

設備納入 

リース料 設備所有者 

リース会社 
設備使用者 転リース会社 

補助金 

 発注先 

設備リース 

リース料 
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③設備使用者がリース会社に支払う代金に補助金分が除外されており、かつ申請者間の

転売で発生する手数料等は補助対象経費から除外されている必要があります。 

④実施計画書（様式第 2-1）に３者の関係と役割分担を添付して下さい。 

⑤事業の完了は、事業者間の売買（所有権の移動）がなされた日とします。 

⑥実績報告書には、以下の間で取り交わされた契約書（注文書、注文請書）、納品書、

請求書、支払いを証明する書類の写しが追加で必要となります。 

   リース会社 ⇔ 設備使用者 

   設備使用者 ⇔ 発注先 
 
 
 

 

 

 

 

 

リースバックの流れ 

 

 

設備売却 

補助金 リース会社 設備使用者 
発注先 

設備納入 

支払 

リース料 

設備購入 

リース料 
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１０－２．計算シート作成にあたっての 

考え方 
 
 
 



 

（別紙⑧） 

単位発熱量と炭素係数について 

 
1． 燃料種毎の単位発熱量と炭素係数 

燃料種 
単位発熱量※ 
（低位） 

単位発熱量※ 
（高位） 

単位 
炭素係数 
（tC/GJ） 

一般炭 24.4 25.7 GJ/t 0.0247 
コークス 27.9 29.4 GJ/t 0.0294 
灯油 34.2 36.7 GJ/kl 0.0185 
軽油 35.1 37.7 GJ/kl 0.0187 

A 重油 36.6 39.1 GJ/kl 0.0189 
B 重油 39.4 41.9 GJ/kl 0.0195 
C 重油 39.4 41.9 GJ/kl 0.0195 

LPG 45.8 50.8 GJ/t 0.0161 
液化天然ガス(LNG) 49.2 54.6 GJ/t 0.0135 

天然ガス(LNG を除く) 39.2 43.5 GJ/千 Nm3 0.0139 
都市ガス（45MJ/Nm3） 40.6 45.0 GJ/千 Nm3 0.0136 
都市ガス（46MJ/Nm3） 41.5 46.0 GJ/千 Nm3 0.0136 

（出典：特定排出者の事業活動に伴う温室効果ガスの排出量の算定に関する省令） 

※CO2 排出量の算出には、炭素係数（tC/GJ）に 44/12 を乗じて得た数を用いること。 
※上の表にない燃料種においては実使用燃料の発熱量値を用いることとし、その場合は、燃料供給会社

の発熱量を記載した証明書を添付すること 
※従来方式の CO2 排出係数として、「他人から供給された熱の CO2 排出係数」を用いてもよい。 
  ＜他人から供給された熱の CO2 排出係数＞ 

温水、冷水、産業用以外の蒸気の CO2 排出係数   0.057tCO2/GJ 
産業用蒸気の CO2 排出係数            0.060tCO2/GJ 

（出典：特定排出者の事業活動に伴う温室効果ガスの排出量の算定に関する省令） 
 
2． 自家発電設備により削減される電力の CO2 排出係数 

電力の CO2 排出係数には、以下の数値を用いること。 
0.65kgCO2/kWh（出典：地球温暖化対策計画） 
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（別紙⑨-1） 

高効率設備の基準について 

 

１．考え方 

 補助事業の要件のひとつに「対象設備が、新設、更新又は改造前より５％以上の省エネルギーが図ら

れること、または高効率設備の基準に該当すること。」との項目があります。下表は４月２０日に開催

された、学識経験者、有識者による審査委員会にて「高効率設備の基準」につき、決定されたものです。 

 
平成３０年度天然ガスの環境調和等に資する利用促進事業費補助金 

（災害時にも対応可能な天然ガス利用設備）で要件に該当する高効率設備の基準 
 
 

大分類 中分類 小分類 基準 備考 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
ボイラ 

蒸気ボイラ 

炉筒煙管ボイラ ボイラ効率 93%以上 

効率はメーカ仕様書

による。 

低位発熱量基準 

定格運転時 

（定常定格燃焼時） 

水管ボイラ ボイラ効率 95%以上 

貫流ボイラ 
換算蒸発量 0.5t/h 未満 

ボイラ効率 92%以上 

貫流ボイラ 
換算蒸発量 0.5t/h 以上 

2.0t/h 未満 
ボイラ効率 97%以上 

貫流ボイラ 
換算蒸発量 2.0t/h 以上 

ボイラ効率 98%以上 

温水ボイラ  ボイラ効率 92％以上 

効率はメーカ仕様書

による。 

低位発熱量基準 

定格運転時 

（定常定格燃焼時） 

熱媒ボイラ  ボイラ効率 83％以上 

効率はメーカ仕様書

による。 

低位発熱量基準 

定格運転時 

（定常定格燃焼時） 
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（別紙⑨-2） 

 
大分類 中分類 基準 備考 
 
 
 
 
空調 

ガスエンジンヒ

ートポンプエア

コン 

期間成績係数（APFp）1.95
以上 

APFp：JIS B 8627:2015 に基づく値であっ

て、メーカ仕様書による 

吸収式冷温水機 
(冷房能力) 
352kW 未満 

冷房成績係数(COP) 
1.20 以上 [高位発熱量基準] 

（1.35 JIS 基準） 

COP：メーカ仕様書の値又は、冷房能力

(kW)/冷房時燃料消費量(kW)で求

める値、高位発熱量基準 
吸収式冷温水機 
(冷房能力) 
352kW 以上 

冷房成績係数(COP) 
1.35 以上 [高位発熱量基準] 

（1.45 JIS 基準） 

COP：メーカ仕様書の値又は、冷房能力

(kW)/冷房時燃料消費量(kW)で求

める値、高位発熱量基準 
APFp（primary annual performance factor） 
  

 

 
※ 高効率設備について 
  高効率設備の判定は、補助事業方式の設備で判断します。 
  また、高効率設備に該当する設備を導入する場合であっても、効率は従来方式設備に比べ下回らな

いことが必要です。機器仕様書又は計算シート①（省エネルギー率計算用）により判定を行って下さ

い。（P.61 別紙⑫-1） 
 
 
※ 対象設備群について（自家発電設備以外） 

出力の負荷対象が、同一の対象物又は同一の空間である設備（従来方式で判断）については、１基

であるか複数基であるかを問わず定格出力の合計値となるものを１つの群として判断する。 
 

パターンⅠ 出力媒体が、同一の配管・ヘッダー・ダクト等を経由するもの 
   ・例① 同一のヘッダーに蒸気配管を接続している複数台の蒸気ボイラ 
   ・例② 同一の冷媒配管を通して室内機につながっているガスエンジンヒートポンプエアコン 
 
  パターンⅡ 一連の作業工程上の加熱・冷却等であるもの 
   ・例① 一連の搬送設備上で対象物を処理する複数台の加熱炉 
 
  パターンⅢ 同一の空間を加熱・冷却等するもの 

・例① 同一の外壁で囲まれた 1 棟の建物内部を冷房するために設置した複数台の空調機 
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（別紙⑩） 

省エネルギー性の評価について 

   
 
１．省エネルギー量、省エネルギー率の計算方法 
 （１）基本の考え方 

Ａ  ： 従来方式における年間の１次エネルギー消費量 
Ｂ   ： 補助事業方式における年間の１次エネルギー消費量 
Ａ－Ｂ： 省エネルギー量（従来方式と比較した場合の年間の１次エネルギー削減量） 
省エネルギー率とは、{(Ａ－Ｂ)／Ａ}×１００をいいます。 
 

（２）従来方式の考え方 
    ・代替供給源がある場合・・・事例１ 
    ・代替供給源がない場合・・・事例２、３ 

（事例１）代替となる供給源が存在しない場合の従来方式とは補助事業により導入する設備

を稼働させない時に、代替となる供給源にてエネルギーを供給する方式とします。 
    （事例２）設備の更新など、補助事業実施前の設備がある場合、それらの設備を稼働させた 

場合の方式。 
（事例３）設備の増設（＝新設）など、補助事業実施前の設備がない場合、補助事業を実施

しなかった際に設置する標準設備※を稼働させた場合の方式。なお、その際の燃料

種は補助事業方式の場合の燃料種と同一とします。標準設備とは、P.48 別紙⑨に

て定める高効率設備に対して、機器効率を 1.05 で除した効率を有する設備のこと

を言います。 
 
代表的な事例 
  従来方式 補助事業方式 

事

例

1 
 

コージェ

ネレーシ

ョン設備

（新設）

＋ボイラ

（更新） 
  

 
1 次エネル

ギー消費量 
A(GJ)+C(GJ) B(GJ)+X(GJ) 
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事

例 

2 

GHP 
（更新） 

           
1 次エネル

ギー消費量 
A(GJ) B(GJ) 

事

例

3 

ボイラ

（増設＝

新設） 

  
  

1 次エネル

ギー消費量 
A(GJ)+B(GJ) C(GJ) 

 
（３）省エネルギー量、省エネルギー率の計算方法 

Ａ  ：補助事業設備を稼働させなかった場合の補助事業に係るシステムの年間１次エネル 
ギー消費量 

Ｂ   ：補助事業設備を稼働させた場合の補助事業に係るシステムの１次エネルギー消費量 
Ａ－Ｂ：省エネルギー量（補助事業設備を稼働させることによる導入対象エネルギーシステ 

ムの年間１次エネルギー削減量） 
＊省エネルギー量の試算に際しては、充分な裕度を見込んで下さい。 

 （４）従来方式の効率特例 
従来方式の効率の算定として、省エネ法施行規則第４条第２項に定める「他人から供給され

た熱」の換算係数を使用することを可とします。その場合、以下の換算係数を使用します。 
  温水、冷水、産業用以外の蒸気の換算係数  1.36GJ/GJ 
  産業用蒸気の換算係数           1.02GJ/GJ 
熱の発生量に、上記の数値をかけたものが一次エネルギー消費量となります。 

 （５）電力の一次エネルギー換算、原油換算の扱い 
    ・原則として、省エネ法施行規則第４条により以下の数値を使用します。 

 
昼間（８～２２時） 9,970kJ/kWh、 夜間（２２～８時） 9,280kJ/kWh 
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       上記以外の電力    9,760kJ/kWh（0.252kL/MWh） 
 ・電力の一次換算は、省エネ法施行規則第 17 条に定める定期報告書における電気需要平準化評 

価単位を使用できます。すなわち、電気需要平準化時間帯（7～9 月及び 12～3 月の 8～22 時）

において、電力削減量を 1.3 倍して省エネルギー量を計算するものです。電力をこの時間帯で

取りまとめることができない場合は、電力の換算係数は一律に 9,760kJ/kWh とします。 
※参考： 単位の換算について 

      1kW＝3,600kJ/h＝3.6MJ/h＝860kcal/h 
      換算蒸気 1kg（100℃の飽和水を 100℃の乾き飽和蒸気に蒸発させる熱量） 
           ＝2,257kJ＝0.627kWh 

 
２．設備更新前後の設備性能評価方法について 
（１） 補助事業にて設置する機器の違い 
【補助事業にてメーカー標準品を設置する場合】 
 評価するもの 

省エネルギー性の計算根拠 
従来方式 補助事業方式※１ 

方法① 仕様値※２ 仕様値※２ 補助事業前後の設備仕様値(定格) 

方法② 
実測データ 

（定格ベース） 
仕様値※２ 

従来方式の設備実測データ(定格)、および、補助事

業方式の設備仕様値(定格) 

方法③ 
実測データ 

（部分負荷ベース） 

想定仕様値※３ 

（部分負荷ベース） 

従来方式の設備実測データ、および、補助事業方式

の想定仕様値(同一負荷、同一条件であることが必

要)。ただし、実測データにおいて、同等部分負荷

時の仕様値(新品同型機のメーカー実測データ、メ

ーカー発行の保証書の添付が必要)がある場合、こ

れを用いることを可能とする。 

方法④ 想定仕様値 仕様値※３ 
従来方式の想定仕様値（同一負荷、同一条件である

ことが必要）、補助事業方式の設備仕様値（定格）。 

【補助事業にて特注品を設置する場合、または、設備改造を行う場合】 
 評価するもの 

省エネルギー性の計算根拠 
従来方式 補助事業方式※１ 

方法⑤ 仕様値※２ 仕様値※４ 補助事業前後の設備仕様値(定格) 

方法⑥ 
実測データ 

（定格ベース） 
仕様値※４ 

従来方式の設備実測データ(定格)、および、補助事

業方式の設備仕様値(定格) 

方法⑦ 
実測データ 

（部分負荷ベース） 

想定仕様値※３※４ 

（部分負荷ベース） 

従来方式の設備実測データ、および、補助事業方式

の想定仕様値(同一負荷、同一条件であることが必

要)  

方法⑧ 想定仕様値 仕様値※４ 
従来方式の想定仕様値（同一負荷、同一条件である

ことが必要）、補助事業方式の設備仕様値（定格）。 
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※１補助事業にて設置する設備は、費用対効果等の申請書記載の数値、および、申請書記載の機能・能力・効率等を遵守

した設備を採用すること。 

※２仕様値は仕様書による値の他、カタログに記載の値を用いることも可能とする。 

※３燃料使用量データ報告時には、必ず実測データが必要です。再現できる妥当な数値を設定すること。 

※４実績報告時には必ず実測データが必要です。再現できる妥当な数値を設定すること。 

 

 

（２）省エネルギー性の検証について(各判断時期に必要となるデータ) 

判断時

期 
データ種類 

提出データ（前掲方法８種に該当） 
備考 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ 

申請時 

仕様 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

 実測(定格)  ○    ○   

実測(部分負荷)   ○    ○  

実績報

告時 

仕様 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 申請書記載の設備仕様、および、交付決定通

知書の交付条件を満たしていない場合は補助

金の交付を行わない。（取り下げ） 実測(定格)    ○ ○ ○  ○ 

実測(部分負荷)   ○    ○  
申請時に設定した条件で運用ができない場合

は補助金の交付を行わない。（取り下げ） 

燃料使

用量デ

ータ報

告時 

燃料使用量 

データ 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

想定原油換算量を５％以上上回った場合は理

由書を提出すること。 

実測(部分負荷)   ○ ○   ○ ○ 

本補助事業で設置した設備の実際の運転状態

を測定したデータを提出すること。(部分負荷

仕様値による代用は不可) 

著しく悪い場合は改善指導を行う。設備改造

等実施の後、再度実測データを提出すること。 

※省エネ評価方法③において、同等部分負荷時の仕様値(新品同型機のメーカー実測データ、メーカー発行の保証書の添 

付が必要)がある場合、これを実測データとして用いることを可能とする。(燃料使用量データ報告時を除く) 

 

 

（３）実測データによる申請における条件について 
項   目 内   容 

対象設備 補助対象となるすべての設備 

測定方法 

ＪＩＳに規定された測定方法に準じた方法により、燃料消費量・機器出力・機器効率等、申請ま

たは検証に必要な値を測定すること。 

（蒸気ボイラ及び工業炉は、ＪＩＳ 熱勘定方式通則  Ｚ ９２０２を参考にすること） 

測定条件 
申請時に測定条件を設定し、以後の測定は設定した同一条件で測定すること。（設定条件は、定

格による定常運転、または、実態にあった条件を設定すること） 

測定者 申請者以外の第 3 者によって測定すること 
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データ提出方法 

測定者によってデータ収集・解析された、申請または検証に必要なデータ、および、測定時の測

定条件の記録（設定した測定条件が満たされていることが分かるもの）について、測定者の職責

管理上責任者が捺印し、提出すること 

測定時期 
平成２９年４月１日以降に測定したデータ 

(メーカー保証付きの同型機実測データについては測定時期の指定を行わない) 

※実測データを用いる際には、事前にセンターと測定項目及び測定方法について調整を実施すること。 

 

 

（４）実測データ測定時の費用について 

当該費用については、申請費用には含むことが出来ないものとする。（補助事業外） 

 

 

３．排熱排熱投入型吸収冷温水機（ジェネリンク）による省エネルギー量の考え方と容量選定 

（１） ジェネリンクによる省エネルギー量の考え方 
  【前提条件】  

ジェネリンクの定格運転時の仕様値 
冷凍能力：1,055kW、排熱回収量： 330kW、 
ガス量（排熱投入無しの場合） 800kW(HHV)、（排熱投入有りの場合）600kW(HHV) 

ジェネリンクへの年間排熱投入量  1,000GJ 
とした場合 

  ・ガス焚きの COP 
     1,055kW ÷ 800kW ＝ 1.32 
  ・排熱回収時のガス焚きによる冷凍能力寄与分 
     600kW × 1.32 ＝ 792kW 
  ・排熱回収時の排熱による冷凍能力寄与分 
     1,055kW － 792kW ＝ 263kW 
  ・排熱の COP 
     263kW ÷ 330kW ＝ 0.80 
  ・排熱による年間冷熱発生量 
     1,000GJ×0.80 ＝ 800GJ 
  ・排熱による燃料削減分（省エネルギー量） 
     800GJ÷1.32 ＝ 606GJ 
   ⇒原油換算：606GJ×0.0258kL/GJ ＝ 15.6kL 
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システムフロー 

 
 
 
（２） ジェネリンクの容量選定について 

 コージェネが発生させる排熱量とジェネリンクの排熱回収可能量は必ずしも一致するわけで

はありません。コージェネ排熱量に対してジェネリンクの排熱回収可能量が過大となっている

場合は、超過分は補助金対象外となりますのでご注意下さい。 
 
                              （機器仕様の一例） 
冷凍能力 能力(RT) 200 250 300 350 400 
 kW 703 879 1055 1266 1407 
排熱回収量 kW 220 275 330 396 440 
 
 コージェネからの排熱量を 250kW とした場合、200RT では排熱に余剰が発生し、250RT な

ら排熱量を全量飲み込める量となり、250RT を直近上位で最適容量と判断します。これを超え

た容量は能力按分し補助対象外とします。 
 
 申請時において直近上位の機種を選定する際は、候補となるメーカー・シリーズでの比較で

かまいません。交付申請時と実際に採用した機種が異なった場合は、再度容量の検証・省エネ

ルギー計算等を行って下さい。 
 
 

＊排熱投入型吸収冷温水機（ジェネリンク）による省エネルギー量の計算は、P.68 別紙⑮の 
計算例１を参照して下さい。 

ガスエンジン ジェネリンク 

QCGS 冷水 温水 

都市ガス 

ガス焚きの COP 1.32 

排熱の COP   0.80 
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（別紙⑪） 
データ報告のための計測についての留意点 

 
 補助対象設備の所有者は、設備稼働後より、導入効果を報告するためのデータ計測を行っ

ていただきます。そのための計測方法に関する留意点について、以下にまとめました。 
 

①省エネルギー効果の計算は、自家発電設備の発電電力（発電端出力）ではなく、自家発電

設備の稼働に必要な補機電力等を差し引いた送電電力（送電端出力）の数値を用いる必要

があります。従って、以下のいずれかの計測が必要です。 
   １）発電電力もしくは送電電力と、補機電力の両方を計測する。 
   ２）発電電力と送電電力を計測する。 

３）時間当たりの補機電力が明らかな場合、時間当たりの補機電力に運転時間をか

けて補機電力量とする方法も可とする。この場合、送電電力のみの計測で可と

する。 
 

②燃料ガスの流量測定においては、温度、圧力補正が必要になります。通常は、燃料ガスの

温度、圧力の計測が必要です。ただし、特に問題ない場合は、「温室効果ガス総排出量算

定方法」（平成２７年４月環境省地球環境局地球温暖化対策課制定）にもとづき、ガス温

度 15℃、ガス圧力 1.02 気圧で代用することも可とします。 
 

③排熱利用量の計測においては、排熱発生量全量ではなく、実際に利用された熱量を計測す

る必要があります。例えば、排熱の一部を冷却塔で放熱する場合、適切な熱量計測は次の

図のようになります。 

 
④排熱蒸気の熱量計測において、蒸気流量を給水流量で代用する場合、適切なブロー率を設

定し、以下の通り求めるよう願います。 
  排熱利用量＝給水流量×（１－ブロー率）×（蒸気エンタルピ－給水エンタルピ） 
 
 

冷却塔 

Ti 

ＣＧＳ F 
排熱利用先 

To 

ポンプ ポンプ 

三方弁 

三方弁 

排熱利用量の計算式 

 Q＝F・Cp・（Ti－To） 

Q ： 排熱利用量 

Cp ： 水の比熱 

F ： 排温水流量 

Ti ： 排熱利用先入温 

To ： 排熱利用先出温 

  

温度計 

温度計 

流量計 
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⑤蒸気の熱量計測においては、蒸気の流量だけでなく、給水の温度、蒸気の温度と圧力を計

測し、両者のエンタルピ差を求める必要があります。なお、設備の制御等で蒸気の温度や

圧力が一定に保たれている場合は、蒸気の温度、圧力の計測を省略してもかまいません。

また、給水に水道水を用いる場合等で水道水の温度が公表されている場合、水温の計測を

省略して当該公表値を用いてもかまいません。 
 

⑥自家発電設備が温水排熱と蒸気排熱を発生させ、温水排熱がボイラ給水予熱に使用される

場合において、蒸気排熱量の計算に温水排熱が含まれないように配慮する必要があります。

具体的には次の図を参照願います。 

 
 
 
⑦排熱を複数の用途に利用し、それぞれで従来方式の効率が異なる場合（例えば排熱を給湯

と冷房に利用する場合）、省エネ計算のためにそれぞれの用途に対し排熱利用量を計測す

る必要があります。具体的には次の図を参照願います。 

 
 

 

排温水 

排ガス 
 to 

 To 

 Ti 

 Fw 
 ti 

 ts  P 

 Fs 

給水 

ボイラ等 

給水槽 

排ガスボイラ 
蒸気 ＣＧＳ 

排熱利用量の計算式 

Q＝Qw＋Qs 
Qw＝Fw・Cp（Ti－To） 
Qs＝Fs・（hg(ts,P)－Cp･to） 
 

Q ： 排熱量 
T ： 温度 
t ： 温度 
F ： 流量 
P ： 圧力 
hg ： 蒸気の比エンタルピ 

添字は、左図参照。 

※Qs の計算で、水温に to を使用し

ていることに注意。 

Qs 

Qw 

q1 

ジェネリンク 

q2 

 T1  T2 

 T0  F2  F1 

ＣＧＳ 
 

給水 
貯湯槽 

熱交換器 

バックアップ 
ボイラ 

0222
0111

21

TTCpFq
TTCpFq

q
COP
COPqQ

G

w

 

Q ： 省エネ量 
q1 ： 熱交換器排熱利用量 
q2 ： ジェネリンク排熱利用量 
T ： 温度 
F ： 流量 
η ： バックアップボイラ効率 
COPw ： ジェネリンクの温水焚き 

COP 
COPG ： ジェネリンクの燃料焚き 

COP 

添字は左図参照 
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⑦の補足 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
システムフロー図 

 
 
計測装置より取得するデータの記号 

F1 [m3/s] ： 排温水の熱交換器側流量 

F2 [m3/s] ： 排温水のジェネリンク側流量 

T0 [℃] ： 排温水の CGS 出口温度 

T1 [℃] ： 排温水の熱交換器出口温度 

T2 [℃] ： 排温水のジェネリンク出口温度 

G [m3/s] ： 燃料消費量（発熱量 45MJ/m3N） 

Tg [℃] ： 燃料ガスの温度 

Pg [Pa] ： 燃料ガスの圧力 

W [kW] ： CGS 発電量 

w [kW] ： 補機電力 

 

 

 

 

 

 

q1 

ジェネリンク 

q2 

 T1  T2 

 T0  F2 

ＣＧＳ 
 

給水 
貯湯槽 

熱交換器 

バックアップ 
ボイラ 

 G 

 F1 

 TG  PG 
都市ガス 

排温水 

 W 

 w 

電力 

補機電力 
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その他記号 

q1 [kW] ： 熱交換器での排熱利用量 

q2 [kW] ： ジェネリンク排熱利用量 

Q1 [kW] ： バックアップボイラの燃料削減量 

Q2 [kW] ： ジェネリンクの燃料削減量 

Q0 [kW] ： 燃料消費量 

Q [kW] ： 燃料削減量 

 

ジェネリンクの温水利用時の COP＝0.8（機器仕様書より）、温水および冷水の換算係数 1.36[kJ/kJ]を使

用する。 

熱交換機器の排熱利用量  q1 ＝ 4.187[kJ/(kg･K)]×1,000[kg/m3]×F1×（T1－T0） 

ジェネリンクの排熱利用量 q2 ＝ 4.187[kJ/(kg･K)]×1,000[kg/m3]×F2×（T2－T0） 

排熱によるボイラのガス削減量    Q1 ＝ 1.36×q1 

排熱によるジェネリンクの燃料削減量 Q2 ＝ 1.36×0.8×q2 ＝ 1.088×q2 

発電による一次エネルギー削減量   Q3 ＝ K×（W－w） 

※K： 電力平準化時間帯 9,970×1.3＝12,960[kJ/kWh]、その他昼間 9,970[kJ/kWh]、 

夜間 9,280[kJ/kWh] 、逆潮流電力 9,760[kJ/kWh] （時間帯に応じて適切な K を使用する。） 

燃料消費量 Q0 ＝ 45,000×G×273.15÷（273.15＋Tg）×（101,325＋Pg）÷101,325 

※１気圧＝101,325[Pa] 

燃料削減量 Q ＝ (Q1＋Q2＋Q3)－Q0 

 

⑧自家発電設備等の内部に備えられたセンサーや弁開度等から熱量や流量を求め、遠隔監視

等で計測するものにあっては、測定方法が妥当と認められるものであれば、報告データと

して認めます。計算根拠資料に、計測値が自家発電設備からの遠隔監視データである旨、

記載願います。 

※計測方法の詳細を確認する場合がありますので、その際は必要な資料をご用意下さ

い。 
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数
第

2位
まで

記
入

す
る

。そ
れ

以
外

の
機

器
の

燃
料

消
費

量
は

、小
数

第
2位

を四
捨

五
入

し、
小

数
第

1位
まで

記
入

す
る

。
　　

②
省

エネ
ル

ギ
ー

率
算

定
に

用
い

る
単

位
発

熱
量

値
は

、セ
ンタ

ー
が

定
め

る
燃

料
種

別
低

位
発

熱
量

、ま
た

は
、実

使
用

燃
料

の
低

位
発

熱
量

の
値

を使
用

す
る

こと
。実

使
用

燃
料

の
値

を使
用

す
る

場
合

は
燃

料
供

給
会

社
の

証
明

書
を添

付
す

る
こと

。
　　

③
省

エネ
ル

ギ
ー

率
算

定
に

用
い

る
単

位
発

熱
量

の
値

は
、低

位
発

熱
量

基
準

とす
る

。た
だ

し、
「冷

温
水

機
等

」の
省

エネ
ル

ギ
ー

率
算

定
に

用
い

る
単

位
発

熱
量

の
値

は
、高

位
発

熱
量

基
準

とす
る

。
　　

④
Ｃ

Ｏ
2発

生
量

算
定

に
用

い
る

炭
素

係
数

の
値

は
、高

位
発

熱
量

基
準

とし
、「

特
定

排
出

者
の

事
業

活
動

に
伴

う温
室

効
果

ガ
ス

の
排

出
量

の
算

定
に

関
す

る
省

令
」に

お
け

る
係

数
を用

い
る

こと
。

　　
⑤

更
新

前
後

の
機

器
種

別
が

異
な

る
場

合
は

、更
新

前
設

備
を基

準
とし

て
記

載
す

る
こと

。
薄

赤
欄

は
プ

ル
ダウ

ンか
ら選

択
薄

青
欄

は
値

を
記

入
無

色
欄

は
自

動
計

算
（

入
力

は
不

要
）

＜
ボ

イ
ラ

＞
※

 こ
の

群
は

 (
　定

格
基

準
　・

　部
分

負
荷

基
準

　)
 で

記
入

す
る

。
従

来
方

式
補

助
事

業
方

式
単

位
出

力
あ

た
りの

燃
料

消
費

量
単

位
出

力
あ

た
りの

燃
料

消
費

量

燃
料

消
費

量
［

単
位

］
単

位
発

熱
量

(低
位

基
準

)
［

単
位

］
燃

料
消

費
量

（
 M

J/
h 

）
熱

出
力

（
 k

W
 ）

台
数

燃
料

消
費

量
合

計
（

 M
J/

h 
）

熱
出

力
合

計
（

ｋ
W

）
燃

料
種

燃
料

消
費

量
（

 N
m

3/
h 

）

単
位

発
熱

量
（

GJ
/千

Nm
3）

(低
位

基
準

)

燃
料

消
費

量
（

 M
J/

h 
）

熱
出

力
（

 k
W

 ）
台

数
燃

料
消

費
量

合
計

（
 M

J/
h 

）

熱
出

力
合

計
（

 k
W

）

①
②

①
×

②
=

③
④

⑤
③

×
⑤

＝
⑥

④
×

⑤
＝

⑦
⑥

／
⑦

＝
⑧

①
②

①
×

②
=

③
④

⑤
③

×
⑤

＝
⑥

④
×

⑤
＝

⑦
⑥

/⑦
＝

⑧
　 　 　 　

－
－

－
－

－
0.

0
－

0
0.

0
0.

0
－

－
－

0.
0

－
0

0.
0

0.
0

※
　必

要
に

応
じ、

適
した

単
位

に
修

正
す

る
こと

。
↑

a
↑

b

（
　a

　　
－

　　
b 

 )
a

＜
工

業
炉

等
＞

※
 こ

の
群

は
 (

　定
格

基
準

　・
　部

分
負

荷
基

準
　)

 で
記

入
す

る
。

従
来

方
式

補
助

事
業

方
式

単
位

出
力

（
単

位
生

産
量

）
あ

た
りの

燃
料

消
費

量
単

位
出

力
あ

た
りの

燃
料

消
費

量

燃
料

消
費

量
［

単
位

］
単

位
発

熱
量

(低
位

基
準

)
［

単
位

］
燃

料
消

費
量

（
 M

J/
h 

）
出

力
※

１

（
 t

/バ
ッチ

 ）
台

数
燃

料
消

費
量

合
計

（
 M

J/
h 

）

出
力

合
計

※
１

（
 t

/バ
ッチ

 ）
燃

料
種

燃
料

消
費

量
（

 N
m

3/
h 

）

単
位

発
熱

量
（

GJ
/千

Nm
3）

(低
位

基
準

)

燃
料

消
費

量
（

 M
J/

h 
）

出
力

※
１

（
 t

/バ
ッチ

 ）
台

数
燃

料
消

費
量

合
計

（
 M

J/
h 

）

出
力

合
計

※
１

（
 t

/バ
ッチ

）
①

②
①

×
②

=
③

④
⑤

③
×

⑤
＝

⑥
④

×
⑤

＝
⑦

⑥
／

⑦
＝

⑧
①

②
①

×
②

=
③

④
⑤

③
×

⑤
＝

⑥
④

×
⑤

＝
⑦

⑥
／

⑦
＝

⑧

－
－

－
－

－
0.

0
－

0
0.

0
0.

0
－

－
－

0.
0

－
0

0.
0

0.
0

※
　必

要
に

応
じ、

適
した

単
位

に
修

正
す

る
こと

。
↑

a
↑

b
※

１
　単

位
時

間
当

た
りで

は
適

切
に

表
現

で
き

な
い

場
合

は
、バ

ッチ
当

た
り、

生
産

量
当

た
り等

で
表

現
す

る
こと

。

（
　a

　　
－

　　
b 

 )
a

＜
冷

温
水

機
等

/G
H

P＞
※

 こ
の

群
は

 (
　定

格
基

準
　・

　部
分

負
荷

基
準

　)
 で

記
入

す
る

。
従

来
方

式
補

助
事

業
方

式
単

位
出

力
あ

た
りの

燃
料

消
費

量
単

位
出

力
あ

た
りの

燃
料

消
費

量
燃

料
消

費
量

（
 N

m
3/

h 
）

［
単

位
］

単
位

発
熱

量
(高

位
基

準
)

［
単

位
］

燃
料

消
費

量
( 

kW
 )

冷
房

出
力

（
 k

W
 ）

台
数

燃
料

消
費

量
合

計
（

 M
J/

h 
）

冷
房

出
力

合
計

（
ｋ

W
）

燃
料

種
燃

料
消

費
量

（
 N

m
3/

h 
）

単
位

発
熱

量
（

 G
J/

千
Nm

3）
(高

位
基

準
)

燃
料

消
費

量
（

 M
J/

h 
）

冷
房

出
力

（
 k

W
 ）

台
数

燃
料

消
費

量
合

計
（

 M
J/

h 
）

冷
房

出
力

合
計

（
 k

W
 ）

①
②

①
×

②
=

③
④

⑤
③

×
⑤

＝
⑥

④
×

⑤
＝

⑦
⑥

／
⑦

＝
⑧

①
②

①
×

②
=

③
④

⑤
③

×
⑤

＝
⑥

④
×

⑤
＝

⑦
⑥

/⑦
＝

⑧

－
－

－
－

－
0.

0
－

0
0.

0
0.

0
－

－
0.

0
－

0
0.

0
0.

0
※

　必
要

に
応

じ、
適

した
単

位
に

修
正

す
る

こと
。

↑
a

↑
b

※
１

　燃
料

消
費

量
に

つ
い

て
は

冷
房

時
の

値
を

記
載

す
る

こと
。

（
　a

　　
－

　　
b 

 )
a

≧
5%

燃
料

種
設

備
名

＝
×

１
０

０

合
計

省
エ

ネ
ル

ギ
ー

率

新
設

/更
新

5%

0

省
エ

ネ
ル

ギ
ー

率
＝

設
備

名
新

設
/更

新
燃

料
種

5%

新
設

/更
新

合
計

×
１

０
０

≧

燃
料

種

×
１

０
０

＝

≧

省
エ

ネ
ル

ギ
ー

率

合
計

設
備

名

「
定
格
」
o
r「
部
分
負
荷
」
を
明
示
す
る
。

燃
料
種
で
「
そ
の
他
」
を
選
択
し
た
場
合
は
、
別
シ
ー
ト
の
「従
来
方
式

と
補
助
事
業
方
式
の
使
用
燃
料
に
つ
い
て
」
に
記
入
す
る
こ
と
。

（
証
明
書
が
別
途
必
要
）

単
位
が
異
な
る
場
合
は
適
す
る

単
位
に
変
更
す
る
。

G
H
P
の
燃
料
消
費
量
は
、
小
数
第
3
位
を
四
捨
五
入
し
,小
数
第
2
位
ま
で
記
入
す
る
。

中
間
冷
房
標
準
を
用
い
て
「
見
な
し
」
で
計
算
す
る
場
合
に
は
「
G
H
P
見
な
し
燃
料
消
費
量
」の
シ
ー
ト
を
参
照
。

冷
房
出
力
(k
W
)は
、
見
な
し
燃
料
消
費
量
の
場
合
も

「
定
格
の
値
」
を
記
入
す
る
。

「
定
格
」
o
r「
部
分
負
荷
」
を
明
示
す
る
。

「
定
格
」
o
r「
部
分
負
荷
」
を
明
示
す
る
。

燃
料
種
で
「
そ
の
他
」
を
選
択
し
た
場
合
は
、
別
シ
ー
ト
の
「従
来
方

式
と
補
助
事
業
方
式
の
使
用
燃
料
に
つ
い
て
」
に
記
入
す
る
こ
と
。

（
証
明
書
が
別
途
必
要
）

G
H
P
の
燃
料
消
費
量
は
、
小
数
第
3
位
を
四
捨
五
入
し
,小
数
第
2
位
ま
で
記
入
す
る
。
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（別紙⑫-2）
【計算シート②】省エネ率（自家発電設備)　
○注意事項： 薄青欄に入力。

←e

≦⑭
≦⑮
≦⑮

←a
←b
←d

≧５％
←c

　注3）計算シート作成の際は、（別紙⑮-1-1、別紙⑮-1-3）を参考にすること。
　注4）計算シート作成の際は、「計算シート作成におけるチェックシート」（別紙⑯）で確認すること。

　注1）　機器仕様は、各設備ごとの合計値を記入する。
　注2）　電気需要平準化時間帯：7～9月、12～3月の昼間時間帯（8時から22時）

省エネ計算に使用した設備の仕様値　（※1　発電設備の場合、「出力＝発電出力－補機動力」とする）

NO 設備名称 製造メーカ
型式 台数  入力ｴﾈﾙｷﾞｰ 出力

形態
消費量
kW(HHV)

出力※1

kW
効率

省エネルギー率 ％ 0.0 ㉞
tＣＯ2/年 0.0 ㉟

省エネルギー量 GJ/年 0.0 ㉜
kL/年 0.0 ㉝

従来方式ＣＯ2排出量

GJ/GJ ㉙

従来方式一次エネルギー消費量 GJ/年 0.0 ㉚
kL/年 0.0 ㉛

換
算
係
数

冷水

㉖
蒸気 GJ/GJ ㉗
温水 GJ/GJ ㉘

電
力

構内使用電力

逆潮流電力 GJ/MWh 9.76

㉓
電気需要平準化時間帯 GJ/MWh 12.96 ㉔
夜間 GJ/MWh 9.28 ㉕

昼間（電気需要平準化時間帯以外） GJ/MWh 9.97

㉑
冷水利用量（出力×利用率） GJ/年 ㉒

ＣＯ2排出量 tＣＯ2/年 0.0 ⑲

負
荷

蒸気利用量（出力×利用率） GJ/年 ⑳
温水利用量（出力×利用率）

45.0 ⑯×0.0258kL/GJ kL/年 0.0 ⑰
GJ/千Nm3 ⑯/(燃料の高位発熱量)GJ/千Nm3 千Nm3/ 0.0 ⑱

年
間
値

運
転
時
間

合計 h/年 0.0 ⑤

運転時間

GJ/年

昼間（電気需要平準化時間帯以外） MWh/年

温水出力量（③×⑤×0.0036GJ/kWh） GJ/年 0.0 ⑮

燃料消費量
（HHV）

高位発熱量 ④×⑤×0.0036GJ/kWh GJ/年 0.0 ⑯

h/年

逆潮流電力 MWh/年 0.0 ⑬
蒸気出力量（②×⑤×0.0036GJ/kWh） GJ/年 0.0 ⑭

電気需要平準化時間帯 MWh/年 0.0 ⑪
夜間（22:00～翌日8:00） MWh/年 0.0 ⑫

電
力

合計 MWh/年 0.0 ⑨

構内使用電力

機
器
仕
様

送電出力（発電出力－補機電力） kW ①
蒸気出力 kW ②
温水出力 kW ③
燃料消費量（HHV） kW ④

0.0 ⑩

⑥
電気需要平準化時間帯 h/年 ⑦
夜間（22:00～翌日8:00） h/年 ⑧

昼間（電気需要平準化時間帯以外）

①：補機動力の根拠を計

算根拠シートで明確にす

ること。

例：計測値or仕様値or発

電量×●％ 他

㉓～㉕：時間帯に応じた

計量が困難な場合、電力

の換算係数はすべて9.76

とすること。

⑬：逆潮流電力がある場

合のみ記入すること。

注意点については、印刷時

には表示されません。

4～6月、10～11月の8:00～22:00

将来の事業状況の変化
や生産量変動、制御方法
等を加味して余裕を持っ
た設定とすること。

燃料消費量は高位発熱量を記載す
ること。燃料裕度や出力裕度を考

慮した数値とすること。

仕様書通りに記入。

7～9月、12～3月の8:00～22:00

燃料の高位発熱量

(GJ/千Nm3)を入力

すること。

コージェネレーションで複数のエネルギーを出力する場合は、（電気、蒸気、温水等）、複数行に分けて記入すること。

別紙⑩1.（4）に記載の通り、以下の換算係数を使用しても可。

温水、冷水、産業用以外の蒸気の換算係数 1.36GJ/GJ

産業用蒸気の換算係数 1.02GJ/GJ

使用しない場合、下表に根拠となる設備の仕様値を記載のこと。
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（
別

紙
⑫

-3
）

【計
算

シ
ー

ト③
】(

Ｃ
Ｏ

2削
減

率
、費

用
対

効
果

計
算

用
)　

(記
入

例
)

　○
注

意
事

項
　　

①
Ｃ

Ｏ
2発

生
量

算
定

に
用

い
る

炭
素

係
数

の
値

は
、高

位
発

熱
量

基
準

とし
、「

特
定

排
出

者
の

事
業

活
動

に
伴

う温
室

効
果

ガ
ス

の
排

出
量

の
算

定
に

関
す

る
省

令
」に

お
け

る
係

数
を用

い
る

こと
。

　　
②

更
新

前
後

の
機

器
種

別
が

異
な

る
場

合
は

、更
新

前
設

備
を基

準
とし

て
記

載
す

る
こと

。

薄
赤

欄
は

プル
ダウ

ンか
ら選

択
薄

青
欄

は
値

を記
入

無
色

欄
は

自
動

計
算

（
入

力
は

不
要

）
〈ボ

イ
ラ

・工
業

炉
等

 記
入

用
〉

熱
量

換
算

燃
料

使
用

量
［

GJ
/年

］

原
油

換
算

燃
料

消
費

量
［

ｋ
ｌ

/年
］

燃
料

種
別

炭
素

係
数

[t
C/

GJ
]

更
新

前
Ｃ

Ｏ
2

排
出

量
[t

-Ｃ
Ｏ

2/
年

]

省
エネ

ル
ギ

ー
率

　※
２

［
％

］

熱
量

換
算

燃
料

削
減

量
［

GJ
/年

］

更
新

後
熱

量
換

算
想

定
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］
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る
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。
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a
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↑
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↑
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方
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Ｏ
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Ｏ
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　※
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。
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Ｏ
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備
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年
間
燃
料
消

費
量
を
記
入
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る
。

各
設
備
群
の
名
称
を
記
入
す
る
。

す
べ
て
の
設
備
の
値
が
合
計
さ
れ
る
。

左
下
の
表
か
ら
自
動
転
記
さ
れ
る
。

災
害
対
策
費
が
な
い
場
合
に
は
０
を
記
入
す
る
。

注
）
災
害
対
策
費
が
補
助
対
象
外
の
場
合
は
含
ま
な
い
。

計
算
シ
ー
ト
①
の
省
エ
ネ

ル
ギ
ー
質
を
使
用
す
る
。

計
算
シ
ー
ト
②
か
ら
自
動
転
記
さ
れ
る
。

複
数
年
申
請
の
場
合
は
、
2年
合
計
の
申
請
額
を
記
入
す
る
。
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（別紙⑬-1）

　仕様書等に記載されている燃料種の単位発熱量と別紙２「単位発熱量と炭素係数について」に
記載された発熱量が異なる場合には、計算シート①（省エネルギー率計算用）の燃料消費量の欄
には、下記のように換算した値を用いること。

＜例＞
従来方式

設備名　　　　　　　ボイラ
仕様書の燃料種　 Ａ重油

仕様書の記載値 燃料使用量　69.1L/ｈ
低位発熱量　8,670kcal/L

低位発熱量をMJに換算
8,670kcal/L×4.18605kJ/kcal÷1,000＝36.29･･･MJ≒36.3MJ/L

燃料使用量を、別紙⑧「単位発熱量と炭素係数について」に記載された発熱量
36.6MJ/Lに相当する量に換算すると

36.3MJ/L
36.6MJ/L

計算シート①入力値 燃料使用量　68.5L/ｈ
低位発熱量　36.6MJ/L（A重油）

補助事業方式
設備名　　　　　　　ボイラ
仕様書の燃料種　 都市ガス（45MJ)

仕様書の記載値 燃料使用量　57.9Nｍ3/ｈ
低位発熱量　40.6MJ/Nm3

都市ガス（46MJ）の低位発熱量は、41.5MJ/Nm3であることから
燃料使用量を、発熱量41.5MJ/Nm3に相当する量に換算すると

40.6MJ/Nｍ3
41.5MJ/Nｍ3

計算シート①入力値 燃料使用量　56.6Nm3/h
低位発熱量　41.5MJ/Nm3(都市ガス(46MJ))

69.1L/ｈ×

57.9Nm3/h× ＝56.64･･･Nm3/h≒56.6Nm3/h

＝68.53･･･L/h≒68.5L/h

燃料消費量換算計算シートの考え方

燃料消費量の換算計算例です。
申請書にはP.65 別紙⑬-2、P.66 別紙⑬-3の燃料消費量換算計算シートを添付して下

さい。
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（別紙⑬-2）

【ボイラ用】

従来方式
設備名　　　　　　　

使用燃料種　

カタログ記載値 燃料消費量
測定データ

低位発熱量

計算過程記入欄

8,670kcal/L×4.18605kJ/kcal÷1,000＝36.29…MJ/L→36.3MJ/L

36.3MJ/L
36.6MJ/L

計算シート①入力値 燃料消費量

低位発熱量

補助事業方式
設備名　　　　　　　

使用燃料種　

カタログ記載値 燃料消費量　
測定データ

低位発熱量　

計算過程記入欄

40.6MJ/Nｍ3
40.6MJ/Nｍ3

計算シート①入力値 燃料消費量　

低位発熱量　 40.6 GJ/千Nm3

40.6 GJ/千Nm3

58.5 Nm3/h

燃料消費量換算計算シート

ボイラ

Ａ重油

69.1 L/h

8,670 kcaL/L

〇

58.5Nm3/h× ＝58.5Nm3/h

69.1L/ｈ×

68.5 L/h

58.5 Nm3/h

ボイラ

都市ガス(45MJ)

36.6 GJ/kL

〇

＝68.53…L/h　→68.5L/ｈ

ダウンロード資料にそれぞれ、
「ボイラ用」 「工業炉等用」 「冷温水機用」 「GHP用」の
換算計算シートがあるので、申請設備に応じて
作成の上 [別紙⑬-1計算シート①]に添付する。

カタログ値、
測定データ
いずれかに
「○」

各あみ掛け部分を埋めて
作成して下さい。

カタログ値、
測定データ
いずれかに
「○」
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（別紙⑬-3）

【ＧＨＰ用】

従来方式
設備名　　　　　　　

使用燃料種　

カタログ記載値 燃料消費量

高位発熱量

計算過程記入欄

①定格　燃料消費量：46.7kW（冷房能力：56.0kW）
46.7kW×3.6MJ/h/kW÷45.0MJ/Nm3≒3.732Nm3/h → 3.73Nm3/h

計算シート①入力値 燃料消費量

高位発熱量

補助事業方式
設備名　　　　　　　

使用燃料種　

カタログ記載値 燃料消費量　
みなし燃料消費量

高位発熱量　

計算過程記入欄

室外機：20HP、燃料：都市ガス(45.0MJ)表より、2.92Nm3/h(36.5kW)
（様式第1）

①定格　燃料消費量：45.4kW（冷房能力：56.0kW）
45.4kW×3.6MJ/h/kW÷45.0MJ/Nm3≒3.632Nm3/h → 3.63Nm3/h

②中間冷房標準　燃料消費量：12.2kW（冷房能力：26.5kW）
12.2kW×3.6MJ/h/kW÷45.0MJ/Nm3≒0.976Nm3/h → 0.98Nm3/h

計算シート①入力値 燃料消費量　

高位発熱量　

燃料消費量換算計算シート

GHP

都市ガス(45MJ)

○ 46.7 kW

○

45.0 MJ/Nm3

3.73 Nm3/h

45.0 GJ/千Nm3

GHP

都市ガス(45MJ)

36.6 kW

45.0 GJ/千Nm3

2.92 Nm3/h

45.0 GJ/千Nm3

発電機能付の場合は、非発電時の能力とする。

様式1記載内容の計算根拠を記入する。
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(別紙⑭)

燃料消費量実績集計表

燃料種 Ａ重油
燃料消費量 燃料購入量

平成２９年 ４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

平成３０年 １月

２月

３月

単位 ［kl/年］ ［kl/年］

＜注意事項＞

燃料消費量は計算シート③の各欄に入力するので、設備の群ごとに集計すること。

２群以上ある場合は、列を増やし、月毎の横の合計が表示されるように作成すること。

根拠資料を添付すること。

根拠資料は、日報等から作成した月毎の燃料消費量実績の内訳表および購入量を

判断できる書類（燃料の種類、納入月、納入場所がわかる請求書等）の写しとする。

なお、燃料の使用量を計測する装置が設備ごとに設置されておらず、補助事業外設

備分の使用量が混在し、対象設備の燃料使用量が明確でない場合は、各設備の時

間当たり燃料消費量等からの按分により使用量を算定し、その計算過程が分かる

資料を添付すること。

添付する請求書等の写しは、請求日ではなく納品日が上記の期間に該当するもので

あること。

会社名：

補助事業の担当窓口： 印

合計

２種類以上の燃料または、

２群以上の申請の時は、こ

こに列を必要分コピーし使

用すること。

やむを得ず、直近１ヵ年の燃料購入

量を燃料消費用として申請する場合

には、その旨を記入すること。

（例）燃料消費量＝燃料購入量とする。

担当窓口印

小数第2位を四捨

五入し、小数第1位

まで記入すること。
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（別紙⑮-1-1）

補助事業方式

（１）ガスエンジンコージェネレーションから発生する温水
（２）ガスエンジンコージェネレーションから発生する電力
（３）ジェネリンクから排熱温水によって発生する冷水

従来方式（補助事業方式において、ガスエンジンコージェネレーションが停止した際の運用）

（４）ガスコージェネレーションが停止した際の、購入電力増加分
（５）ガスコージェネレーションが停止した際の、ジェネリンク消費ガス増加分

システムフロー概略図

ガスエンジン

コージェネ

構内用電力

888MWh/年発電量

888MWh/年

構外

構内

ジェネリンク

ガス

0GJ/年
冷水

1,819GJ/年

温水

2,281GJ/年

系統電力

…（１）

…（２）

…（３）

ガス

9,698GJ/年

ガスエンジン

コージェネ

構内用電力

888MWh/年
発電量

0MWh/年

構外

構内

ジェネリンク

ガス

1,378GJ/年
冷水

1,819GJ/年

温水

0GJ/年

系統電力

…（４）

…（５）

ガス

0GJ/年

計算例１（コージェネ排熱の冷熱利用）
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（別紙⑮-1-2）

【計算シート②】省エネ率（自家発電設備)　(記入例)
○注意事項： 薄青欄に入力。

←e

≦⑭
≦⑮
≦⑮

←a
←b
←d

≧５％
←c

　注3）計算シート作成の際は、（別紙⑮-1-1、別紙⑮-1-3）を参考にすること。
　注4）計算シート作成の際は、「計算シート作成におけるチェックシート」（別紙⑯）で確認すること。

kW 350.0 ③
燃料消費量（HHV） kW 1,122.5 ④

機
器
仕
様

送電出力（発電出力－補機電力） kW 370.0 ①
蒸気出力 kW ②
温水出力

407.0 ⑩

⑥
電気需要平準化時間帯 h/年 1,400.0 ⑦
夜間（22:00～翌日8:00） h/年 0.0 ⑧

昼間（電気需要平準化時間帯以外） h/年 1,100.0

逆潮流電力 MWh/年 0.0 ⑬
蒸気出力量（②×⑤×0.0036GJ/kWh） GJ/年 0.0 ⑭

電気需要平準化時間帯 MWh/年 518.0 ⑪
夜間（22:00～翌日8:00） MWh/年 0.0 ⑫

電
力

合計 MWh/年 925.0 ⑨

構内使用電力
昼間（電気需要平準化時間帯以外） MWh/年

温水出力量（③×⑤×0.0036GJ/kWh） GJ/年 3,150.0 ⑮

燃料消費量
（HHV）

高位発熱量 ④×⑤×0.0036GJ/kWh GJ/年 10,102.5 ⑯

負
荷

蒸気利用量（出力×利用率） GJ/年 0.0 ⑳
温水利用量（出力×利用率）

45.0 ⑯×0.0258kL/GJ kL/年 260.6 ⑰
GJ/千Nm3 ⑯/(燃料の高位発熱量)GJ/千Nm3 千Nm3/ 224.5 ⑱

年
間
値

運
転
時
間

合計 h/年 2,500.0 ⑤

運転時間

GJ/年 0.0 ㉑
冷水利用量（出力×利用率） GJ/年 1,819.0 ㉒

ＣＯ2排出量 tＣＯ2/年 503.8 ⑲

温水 GJ/GJ 1.36 ㉘

電
力

構内使用電力

逆潮流電力 GJ/MWh 9.76

㉓
電気需要平準化時間帯 GJ/MWh 12.96 ㉔
夜間 GJ/MWh 9.28 ㉕

昼間（電気需要平準化時間帯以外） GJ/MWh 9.97

省エネルギー量 GJ/年 3,142.9 ㉜
kL/年 81.1 ㉝

GJ/GJ 1.36 ㉙

従来方式一次エネルギー消費量 GJ/年 13,245.4 ㉚
kL/年 341.7 ㉛

換
算
係
数

冷水

㉖
蒸気 GJ/GJ ㉗

省エネルギー率 ％ 23.7 ㉞
tＣＯ2/年 724.6 ㉟従来方式ＣＯ2排出量

　注1）　機器仕様は、各設備ごとの合計値を記入する。
　注2）　電気需要平準化時間帯：7～9月、12～3月の昼間時間帯（8時から22時）

省エネ計算に使用した設備の仕様値　（※1　発電設備の場合、「出力＝発電出力－補機動力」とする）

NO 設備名称 製造メーカ
型式 台数  入力ｴﾈﾙｷﾞｰ 出力

形態
消費量
kW(HHV)

出力※1

kW
効率

1 ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝ ○○社D-246 1 都市ｶﾞｽ13A 電力 983 370 0.38
温水 983 350 0.36

2 ｼﾞｪﾈﾘﾝｸ ○○社F-654 1 ｶﾞｽのみ 冷水 800 1,055 1.32
ｼﾞｪﾈﾘﾝｸ ｶﾞｽ＋温水 冷水 ガス600 792 1.32

温水330 263 0.80

㉓～㉕：時間帯に応じた

計量が困難な場合、電力

の換算係数はすべて9.76

とすること。

⑬：逆潮流電力がある場

合のみ記入すること。

注意点については、印刷時

には表示されません。

4～6月、10～11月の8:00～22:00

将来の事業状況の変化
や生産量変動、制御方法
等を加味して余裕を持っ
た設定とすること。

燃料消費量は高位発熱量を記載す
ること。燃料裕度や出力裕度を考

慮した数値とすること。

HHVであることに注意。

7～9月、12～3月の8:00～22:00

燃料の高位発熱量

(GJ/千Nm3)を入力

すること。

コージェネレーションで複数のエネルギーを出力する場合は、（電気、蒸気、温水等）、複数行に分けて記入すること。

排熱回収時のガス焚き冷凍能力：600kW×1.32＝792kW

排熱回収時の廃熱による冷凍能力寄与分：1,055kW－792kW＝263kW

ジェネリンクの場合、下表に倣って記入すること。

別紙⑩の1.（4）に記載の通り、以下の換算係数を使用しても可。

温水、冷水、産業用以外の蒸気の換算係数 1.36GJ/GJ

産業用蒸気の換算係数 1.02GJ/GJ

使用しない場合、下表に根拠となる設備の仕様値を記入のこと。
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（別紙⑮-1-3） 
 
 

計算根拠（少数点以下は四捨五入） 

省エネルギー計算シートの計算根拠を下記に示す。 
・導入するコージェネレーションの仕様 
発電出力：380kW 補機動力：10kW 温水発生量：350kW ガス消費量：983kW(LHV) 
ｼﾞｪﾈﾗｲﾄ ：冷水出力：1,055kW （熱回収時）ガス消費量：600kW(LHV) 温水消費量：330kW 
燃料種：都市ガス 13A 
① 380kW（発電出力）－10kW（補機動力）＝370kW 
② 蒸気出力がないため、0kW 
③ 機器仕様より 350kW 
④ 983kW(LHV)÷0.902※1×103％※2=1,122.5kW(HHV) 

※1 低位発熱量 40.6MJ/m3N÷高位発熱量 45MJ/m3N=0.902 
※2 DSS 運転のため発停時のエネルギーロスを鑑み、裕度 3％を考慮した。 

⑥ 中間期 10h/日×110 日=1,100h/年 
⑦ 夏季 10h/日×60 日＋冬季 10h/日×80 日=1,400h/年 
⑧ 夜間稼働なし 
㉒ ジェネリンク（熱回収時）のガス焚き冷凍能力：600kW×1.32＝792kW 

ジェネリンクの排熱温水による冷凍能力寄与分：1,055kW－792kW＝263kW 
   （この時、排熱必要量 330kW＜ガスエンジン温水出力 350kW） 
  263kW×0.8※3×2,500h/年×96％※4×3.6MJ/kWh÷1,000MJ/GJ＝1,819GJ/年 
  ※3 冷水発生と冷水需要のタイムラグを鑑み、裕度 20%（冷水利用率 80%）を考慮した。 
  ※4 稼働日数は想定される最大の日数のため、裕度 4％を考慮した。 
  冷水はプロセス冷却で使用され、前年度の年間冷水需要は 2,800GJ/年であるため、発生した冷

水は全量利用可能である。 
㉙ 冷水の換算係数は、1.36GJ/GJ。 
  

 
 
 
 
 

表１ コージェネレーション設備稼働時間 

 稼働時間（h/年） 
昼間 夜間 

夏季 600 0 
冬季 800 0 

その他 1,100 0 
合計 2,500 0 

「1.36GJ/GJ」を使用。 

・省エネルギー量の根拠、計算の前提となる数値、単位及

び式等を具体的に示して記入する。 

・原則として、国際単位系（SI）で記入すること。 

・電卓で計算過程を追えるようなものにすること。 

「省エネ計算に使用した設備の仕様値」との整合をとること。 

都市ガスの場合は、各地域の都市ガス事業者

に熱量を確認すること。 

計算例①（コージェネ排熱の冷熱利用） 
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（別紙⑮-2-1）

補助事業方式

（１）コージェネレーションから発生する電力
（２）コージェネレーションから発生する蒸気
（３）コージェネレーションが発生する蒸気が消費される分
（４）ボイラからの発生蒸気は考慮しない

従来方式（補助事業方式において、コージェネレーションが停止した際の運用）

（５）コージェネレーションが停止した際の、購入電力増加分
（６）コージェネレーションが停止した際の、ボイラ燃料増加分

システムフロー概略図

構外

構内

発電量

1,882MWh/年

燃料ガス

46,012GJ/年
蒸気

26,200GJ/年

購入電力

1,882MWh/年

系統電力

構外

構内

系統電力

ボイラ
蒸気

0GJ/年

蒸気

26,200GJ/年

…（４）

…（５）

ｺｰｼﾞｪﾈB

ｺｰｼﾞｪﾈA
燃料ガス

30,916GJ/年

蒸気

26,200GJ/年

ボイラ

蒸気

26,200GJ/年

…（６）

ｺｰｼﾞｪﾈB

計算例２（コージェネ排熱の蒸気利用）

ｺｰｼﾞｪﾈA

…（１）

…（２）

蒸気

0GJ/年

…（３）

…（３）
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（別⑮-2-2）

【計算シート②】省エネ率（自家発電設備)　(記入例)
○注意事項： 薄青欄に入力。

←e

≦⑭
≦⑮
≦⑮

←a
←b
←d

≧５％
←c

　注3）計算シート作成の際は、（別紙⑮-1-1、別紙⑮-1-3）を参考にすること。
　注4）計算シート作成の際は、「計算シート作成におけるチェックシート」（別紙⑯）で確認すること。

2,000 1,700 0.853 蒸気ﾎﾞｲﾗｰ ○○社　B-123 1 都市ｶﾞｽ13A 蒸気
蒸気 1,847 1,083 0.59

2 ｺｰｼﾞｪﾈB ○○社　A-123 1 都市ｶﾞｽ13A 電力 1,847 280 0.15
蒸気 1,847 1,083 0.59

1 ｺｰｼﾞｪﾈA ○○社　A-123 1 都市ｶﾞｽ13A 電力 1,847 280 0.15

　注1）　機器仕様は、各設備ごとの合計値を記入する。
　注2）　電気需要平準化時間帯：7～9月、12～3月の昼間時間帯（8時から22時）

省エネ計算に使用した設備の仕様値　（※1　発電設備の場合、「出力＝発電出力－補機動力」とする）

NO 設備名称 製造メーカ
型式 台数  入力ｴﾈﾙｷﾞｰ 出力

形態
消費量
kW(HHV)

出力※1

kW
効率

省エネルギー率 ％ 5.4 ㉞
tＣＯ2/年 2,662.2 ㉟従来方式ＣＯ2排出量

省エネルギー量 GJ/年 2,731.6 ㉜
kL/年 70.5 ㉝

GJ/GJ ㉙

従来方式一次エネルギー消費量 GJ/年 50,662.0 ㉚
kL/年 1,307.1 ㉛

換
算
係
数

冷水

㉖
蒸気 GJ/GJ 1.02 ㉗
温水 GJ/GJ ㉘

電
力

構内使用電力

逆潮流電力 GJ/MWh 9.76

㉓
電気需要平準化時間帯 GJ/MWh 12.96 ㉔
夜間 GJ/MWh 9.28 ㉕

昼間（電気需要平準化時間帯以外） GJ/MWh 9.97

0.0 ㉑
冷水利用量（出力×利用率） GJ/年 0.0 ㉒

ＣＯ2排出量 tＣＯ2/年 2,390.1 ⑲

負
荷

蒸気利用量（出力×利用率） GJ/年 27,292.0 ⑳
温水利用量（出力×利用率）

45.0 ⑯×0.0258kL/GJ kL/年 1,236.6 ⑰
GJ/千Nm3 ⑯/(燃料の高位発熱量)GJ/千Nm3 千Nm3/ 1,065.1 ⑱

年
間
値

運
転
時
間

合計 h/年 3,500.0 ⑤

運転時間

GJ/年

温水出力量（③×⑤×0.0036GJ/kWh） GJ/年 0.0 ⑮

燃料消費量
（HHV）

高位発熱量 ④×⑤×0.0036GJ/kWh GJ/年 47,930.4 ⑯

逆潮流電力 MWh/年 0.0 ⑬
蒸気出力量（②×⑤×0.0036GJ/kWh） GJ/年 27,291.6 ⑭

電気需要平準化時間帯 MWh/年 1,097.6 ⑪
夜間（22:00～翌日8:00） MWh/年 0.0 ⑫

電
力

合計 MWh/年 1,960.0 ⑨

構内使用電力
昼間（電気需要平準化時間帯以外） MWh/年 862.4 ⑩

⑥
電気需要平準化時間帯 h/年 1,960.0 ⑦
夜間（22:00～翌日8:00） h/年 0.0 ⑧

昼間（電気需要平準化時間帯以外） h/年 1,540.0

kW 0.0 ③
燃料消費量（HHV） kW 3,804.0 ④

機
器
仕
様

送電出力（発電出力－補機電力） kW 560.0 ①
蒸気出力 kW 2,166.0 ②
温水出力

㉓～㉕：時間帯に応じた

計量が困難な場合、電力

の換算係数はすべて9.76

とすること。

⑬：逆潮流電力がある場

合のみ記入すること。

注意点については、印刷時には表

示されません。

4～6月、10～11月の8:00～22:00

将来の事業状況の変化
や生産量変動、制御方法
等を加味して余裕を持っ
た設定とすること。

燃料消費量は高位発熱量を記載すること。燃料裕
度や出力裕度を考慮した数値とすること。

HHVであることに注意。

7～9月、12～3月の8:00～22:00

燃料の高位発熱量(GJ/

千Nm3)を入力すること。

コージェネレーションで複数のエネルギーを出力する場合は、（電気、蒸気、温水等）、複数行に分けて記入すること。

複数のエネルギーを出力する場合は、複数行に分けて記入すること。CGSの温水出力もある場合は、三行目に「出力形態」を「温水」を追加すること。

別紙⑩の1.（4）に記載の通り、以下の換算係数を使用しても可。

温水、冷水、産業用以外の蒸気の換算係数 1.36GJ/GJ

産業用蒸気の換算係数 1.02GJ/GJ

使用しない場合、下表に根拠となる設備の仕様値を記入のこと。
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（別紙⑮-2-3） 

 
 

計算根拠（少数点以下は四捨五入） 

省エネルギー計算シートの計算根拠を下記に示す。 
発電出力：300kW、補機動力：20kW、蒸気発生量：1,083kW、ガス消費量：1,666kW(LHV) 
燃料種：都市ガス 13A 
① (300－20)kW×2 台＝560kW 
② 1083kW×2 台=2,166kW 
③ ガスタービンのため温水発生せず 
④ 1,666kW(LHV)÷0.902※1×103％※2×2 台=3,804kW(HHV)  

※1 低位発熱量 40.6MJ/m3N÷高位発熱量 45MJ/m3N=0.902 
※2 DSS 運転のため発停時のエネルギーロスを鑑み、裕度 3％を考慮した。 

⑥ 中間期 14h/日×110 日=1,540h/年 
⑦ 夏季 14h/日×60 日＋冬季 14h/日×80 日=1,960h/年 
⑳ 蒸気利用量 31,000GJ/年のため、コージェネから発生した蒸気は全量使用可能とした。 
㉑ 温水は発生しない 
㉒ 冷水は発生しない 
㉗ ボイラ A の産業用蒸気原単位は、1.02GJ/GJ 

 
 
 
表１ コージェネレーション設備稼働時間    

 
 
 
 
 

 

 稼働時間（h/年） 
昼間 夜間 

夏季 840 0 
冬季 1,120 0 

中間期 1,540 0 
合計 3,500 0 

別紙⑧の高位発熱量から低位発熱量への 

換算係数を利用すること。 

・省エネルギー量の根拠、計算の前提となる数値、 

単位及び式等を具体的に示して記入する。 

・原則として、国際単位系（SI）で記入すること。 

・電卓で計算過程を追えるようなものにすること。 

産業分野は「1.02GJ/GJ」を使用。 

計算例②（コージェネ排熱の蒸気利用） 
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(別紙⑯）

計算シート②作成におけるチェックシート

区分 チェック欄

負荷想定
該当
なし

対応
済み

（申請時） 1
排熱全量を回収・利用する想定となっていないか。
（起動・停止時には排熱利用できない。放熱ロス等を考慮する必要がある）

2
事業環境変化による電力・熱負荷の低下リスク（景気変動、将来の省エネ活動によるエネルギー使用
量削減等）を加味し、安全率を考慮しているか。

3
文献を用いた負荷想定になっていないか。
文献を用いる際は、使用実態に合わせて再検討しているか。

4
専門家により負荷想定を行った場合、申請用に最低限の想定となっているか。
（設備選定や光熱費の想定の際は、余裕を持って多めの評価することが多いため）

システム設計
該当
なし

対応
済み

チェック項目

（申請時） 5
変動の大きな負荷に対し排熱を利用する場合（給湯等）、対応する措置がなされているか。
（適正な容量の貯湯タンクを設ける等）

6
運転条件により、性能が変わることを考慮しているか。
（ガスタービンの吸気温度による能力変化やＣＧＳの部分負荷時の効率低下など）

7
機器の仕様値に対する裕度（CGSではガス量や排熱量に５％程度の裕度を見込む場合が多い）や計
測装置の誤差を加味しているか。

8
熱交換器の選定に際し、稼働時の温度条件と設計温度はマッチしているか。
（温度設定により熱回収量が変わってくるため）

9
初期性能に対し性能低下する可能性がある場合、設計や運用に配慮されているか。
（循環水が不純物を含む場合の熱交換性能低下や洗浄に対し配慮しているか等）

10 電主運転の場合、排熱が使いきれない時間帯の有無を確認しているか。

システム調整
該当
なし

対応
済み

チェック項目

（実績報告時） 11 蒸気を扱う場合、CGSの排ガス蒸気はバックアップボイラの蒸気圧より高い設定になっているか。

12
給湯に排熱を利用する場合、CGS排熱が優先的に利用できるように配慮されているか。
（バックアップ熱源の稼働上限温度に対しCGS排熱の利用条件温度を高くして制御する等）

13
冷温水機が複数台ある場合、排熱利用冷凍機（ジェネリンク等）が優先的に使用されるように配慮され
ているか。（ローテーション運転などで停止していることはないか）

不具合防止
該当
なし

対応
済み

チェック項目

（実績報告時） 14 設置業者から申請者に設備を引き渡す際に、操作や調整方法について説明がなされているか。

15 試運転において、計測が適正になされていることが確認されているか。

チェック項目
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１０－４．図面の作成例 
 
 
 
 



（別紙⑰-1）

添付書類Ⅵの「従来方式の設備、補助事業方式の設備に関する図面」について

下記①～⑨の９種類（自家発電設備以外は⑥⑦は不要）の図面を添付する。

各図面の枚数は、必要に応じて用意する。

① 全体図　：　従来方式・補助事業方式の設備の事業所内における位置を明示する。

・補助対象設備の位置等を明示する。従来方式・補助事業方式の設備、撤去設備及び油タンク等。

・従来方式・補助事業方式で事業所内での位置が変わるものは、その旨も合わせて明示する。

・配管の撤去部が広範囲にわたる場合は明示すること。

②③ 機器配置図　：　「従来方式」、「補助事業方式」

・補助対象範囲を色分け等で明示する。（P.78・作成例：従来方式=赤、補助事業方式=青）

④⑤ システム図　：　「従来方式」、「補助事業方式」

・補助対象範囲を色分け等で明示する。（P.79・作成例：従来方式=赤、補助事業方式=青）

⑥⑦ 単線結線図　：　「従来方式」、「補助事業方式」、自家発電設備の場合に作成。

・補助対象範囲を色分け等で明示する。（P.80～81・作成例：従来方式=赤、補助事業方式=青）

⑧ 敷地内ガス配管平面図　：　口径、延長、燃焼設備を明記(分岐部分は、その箇所を明示)

※補助対象設備と対象外設備がある場合には特に、口径、延長、分岐等を詳細に記入し、

 専用配管、共用配管、対象外配管を色分け等で明示する。（P.82・作成例：補助事業方式=青）

⑨ 敷地内ガス配管のアイソメ図　：　口径、延長、更新・改造後設備の接続位置を明記(分岐部分

は、その箇所を明示)（P.82・作成例：補助事業方式=青）

「従来方式、補助事業方式の設備に関する全体図」の例

取引用ガスメータ
100A×3m

ガス配管 80A×100m

ボイラ室

工場

補助対象ボイラ設置

事務所

正  門

虎ノ門工業株式会社　関東工場　全体図

A重油

地下

タンク

例：ボイラの更新工事
事業所内におけるボイラ室の位置
および敷地内ガス配管の計画を記

入。(別々の図面でも可）

災害時に対応可能な設備・施設で
あることがわかるように示すこと。
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（別紙⑰-2）

「従来方式、補助事業方式の設備に関する配置図」の例

給水ﾀﾝｸ
A重油配管

   A重油ｻｰﾋﾞｽﾀﾝｸ

煙突

蒸気配管

NO.1
A重油焚き蒸気ﾎﾞｲﾗ 1t/h×2缶

ｽﾁｰﾑﾍｯﾀﾞ

A重油
　地下タンク

分電盤
ボイラ室

赤線補助対象範囲

虎ノ門工業株式会社 関東工場 ボイラ機器配置図 従来方式

ガス配管 給水ﾀﾝｸ
  専用ガス計測装置

給水配管

蒸気配管 煙突
(既設)

NO.1 NO.2

ｽﾁｰﾑﾍｯﾀﾞ 天然ガス焚き蒸気ﾎﾞｲﾗ 1t/h×2缶
(既設)

A重油
　地下タンク
(廃止・砂埋め)

(既設)
分電盤

ボイラ室

青線補助対象範囲

虎ノ門工業株式会社 関東工場 ボイラ機器配置図 補助事業方式

NO.2
軟水
装置

平面図等にマーカー等で
色分けしても可。

軟水
装置

計画図等にマーカー等
で色分けしても可。

薬注薬注

台数制御
装置

台数制御

装置

薬注
装置

タンクを撤去する場合は、タ
ンクを記入しない。薬注

装置
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（別紙⑰-3）

従来方式、補助事業方式の設備に関するシステム図」の例

ｽﾁｰﾑﾍｯﾀﾞ

工場へ 蒸気配管

A重油焚き A重油焚き
A重油

 給水ﾀﾝｸ A重油 地下タンク
軟水装置

NO.1 NO.2

給水配管

A重油配管

赤線補助対象範囲

虎ノ門工業株式会社 関東工場 従来方式システム図

ｽﾁｰﾑﾍｯﾀﾞ

工場へ 蒸気配管

天然ガス焚き 天然ガス焚き
A重油

 給水ﾀﾝｸ 地下タンク
軟水装置

NO.1 NO.2

給水配管
専用ガス計測装置

ガス配管
青線補助対象範囲

虎ノ門工業株式会社 関東工場 補助事業方式システム図

(廃止・砂埋め)

ｻｰﾋﾞｽﾀﾝｸ

蒸気ﾎﾞｲﾗ 1t/h 蒸気ﾎﾞｲﾗ 1t/h

蒸気ﾎﾞｲﾗ １t/h 蒸気ﾎﾞｲﾗ 1t/h

平面図等にマーカー等
で色分けしても可。

計画図等にマーカー等で
色分けしても可。

薬注 薬注

薬注

装置

タンクを撤去する場合は、タ
ンクを記入しない。

薬注

装置
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（別紙⑰-4）

「従来方式、補助事業方式の設備に関する単線結線図」の例（１）

赤線補助対象範囲

虎ノ門工業株式会社 関東工場 従来方式単線結線図

青線補助対象範囲

虎ノ門工業株式会社 関東工場 補助事業方式単線結線図

平面図等にマーカー等
で色分けしても可。

計画図等にマーカー等で
色分けしても可。

系統連系用

保護継電器

～ ～

G

一般 災害対応 災害対応用一般

G-1 G-2

系統連系用

保護継電器

～ ～

G

災害対応 災害対応用一般 一般

系統電力

本線

系統電力

予備線

非常用発電機

コージェネレーション コージェネレーション

系統電力

本線

系統電力

予備線

非常用発電機

BOS対応の場合はBOS
対応であることがわかる

ように図示すること。

- 80 -



（別紙⑰-5）

「従来方式、補助事業方式の設備に関する単線結線図」の例（２）

赤線補助対象範囲

虎ノ門工業株式会社 関東工場 従来方式単線結線図

青線補助対象範囲

虎ノ門工業株式会社 関東工場 補助事業方式単線結線図

平面図等にマーカー等
で色分けしても可。

計画図等にマーカー等で
色分けしても可。

G

防災 防災

非常用発電機

コージェネレーション

災害対応

自立ユニット

～

系統電力

一般 一般

G

防災 防災

非常用発電機

～

系統電力

一般 一般

BOS対応の場合はBOS
対応であることがわか
るように図示すること。
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（別紙⑰-6）

虎ノ門工業株式会社 関東工場 敷地内ガス配管平面図

虎ノ門工業株式会社 関東工場 ガス配管アイソメ図

「敷地内ガス配管平面図」「敷地内ガス配管アイソメ図」の例

M

取引用ガスメータ

NO.1

50A×70m

蒸気ボイラ 1.0t/h×2缶

50A×70m蒸気ボイラ 1.0t/h×2缶

Ｍ

工業炉(既設)

M

50Ａ×100ｍ

32Ａ×30ｍ

NO.2

専用ガス計測装置

既設(補助対象外) 新設(補助対象内)

Ｍ

既設(補助対象外) 新設(補助対象内)

M

M

取引用ガスメータ

50Ａ×100ｍ

NO.1
NO.2

専用ガス計測装置

工場

ボイラ室

口径、延長を記入。
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（別紙⑱）

一般社団法人
都市ガス振興センター　御中

　取引用メーターを補助対象設備専用の計測装置として使用する件につき、下記遵守項目を誠実に

　履行することを約束します。

　計画仕様に変更のあった場合も本約束書の内容は誠実に履行し、また、遅滞なく報告を行います。

１．申請者

※共同申請の場合、各々の申請者がそれぞれ約束書を作成し提出すること。

２．当該設備仕様

※未定項目は空欄可
※仕様変更・仕様確定の場合は前後の比較表を別途提出すること。

３．遵守事項

４．添付書類

　①当該設備の配置図

　②当該ガス配管のアイソメ図

役　　職 代表取締役社長

　①当該取引用メーターの系統のガス配管には同一群の対象設備のみを設置します。

　②当該取引用メーターの系統のガス配管には将来用のバルブ・プラグ止め・フランジ止め等は取
　　付しません。

　③当該取引用メーターの系統のガス配管は耐用年数期間、改造工事を行いません。

号数 120号 製造ﾒｰｶ △△社

ﾒｰﾀｰ番号 093X 型式 ZZ-1000

 東京都港区西新橋１－１－XX

取引用メーター

　④燃料使用量データ報告のための燃料使用量の計測および集計は温度圧力補正を含め、当社にて
　　実施します。

圧力 中圧 定格出力 627kW

温圧補正 有　・　無 台数 2台

補助対象設備

供給事業者 虎ノ門ガス㈱ 名称 貫流ボイラ

平成〇〇年　〇月　〇日

専用の計測装置に関する約束書（記入例）

記

法 人 名 虎ノ門工業株式会社
印

代表者名 虎ノ門　一郎

住　　所

郵便
105 - 0001

番号

社印

代表者
印
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（別紙⑲-1）

○○○株式会社　御中 依頼日：平成○年○月○日

虎ノ門工業株式会社

関東工場工務部

虎ノ門　三郎 印

（例）
   見積項目は、下記①～⑤の経費に分類する事。一式で５０万円以上の場合、見積項目の内訳を
記載する事（単体で５０万円以上の機器除く）。また、値引きの際は、どの見積項目に対して行うか
明確に表示して下さい。
見積項目ごとに補助対象経費と対象外の区分を明確にし、補助対象経費の合計を明示すること。

①設計費 蒸気ボイラ更新工事に伴う設計費用

②既存設備撤去費 既存ボイラ２ｔ／ｈ×２台、軟水装置、薬注装置、給水タンク、台数制御装置、
油地下タンク(廃止・砂埋め)、油サービスタンク、以上機器類基礎、
および、油配管、給水配管、蒸気配管、その他の撤去

③新規設備機器費 ボイラ本体２t/ｈ×２台、専用のガス流量計、軟水装置、薬注装置、
給水タンク、台数制御装置、
尚、ボイラの効率は、９８％以上であること

④新規設備設置工事費 機器の運搬、搬入、据え付け、試運転調整、各種配管、
電気工事に必要な費用

⑤敷地内ガス管敷設費 上記ボイラ用ガス配管およびバルブ、取引メーター類

工期 平成３０年１２月２２日～平成３１年１月１１日

見積依頼書（記入例１）

見積件名 蒸気ボイラ更新工事

納入場所 虎ノ門工業株式会社　関東工場

見積条件

見積書提出期限 平成３０年５月２２日

引き合い仕様書 有り 無し

添付図面 有り 無し

依頼書は、見積件名ごと、見積依頼
先ごとに作成して下さい。

効率は本補助
事業の重要な要
件ですので、必
ず、指定効率を
明記して下さい。

メーカーおよび型式の指定は、
しないこと。
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（別紙⑲-2-1） 記入例

依頼日：平成○年○月○日

○○○株式会社　　御中　

虎ノ門ホテル株式会社

施設部

霞ヶ関　一男 印

見積項目は、設計費、既存設備撤去費、新規設備機器費、新規設備設置工事費、敷地内ガス管

敷設費の区分に分類し、対象と対象外を明確にすること。さらに、災害対策費(自家発電設備等

の停電対応に係る経費)に当たる項目を明確にするとともに内数を明記すること。

(単体でも50万円以上の機器は除く)

値引きを行う際は、どの見積項目に対して行うか明確にすること。

項目ごとに完了年度を明記すること。（複数年度事業の場合のみ）

見積項目ごとに、補助対象経費と対象外の区分を明確にすること。

補助対象経費の合計を明示すること。

※補助対象範囲について、見積依頼者の確認を受けること。

見積書には、見積有効期限、納期または工期、支払条件の項目を必ず記載すること。

見 積 依 頼 書（記入例２）

見積件名 コージェネレーション設備新設工事

納入場所 虎ノ門ホテル株式会社

見積書の件名は、見積依頼書の件名を使用すること。（納品書、請求書、領収書も同様）

工期 平成３０年１１月３０日～平成３１年１月１０日

見積書提出期限 平成３０年７月２７日

引き合い仕様書 有り 無し

添付図面 有り 無し

見積条件

1

5

6

3

一式50万円以上の見積項目が含まれている場合は見積項目の内訳を記載すること。

2

工事費の見積は、別紙⑲-2-2「工事費見積における参考項目」以上に細分化すること。

4

以下の項目を補助対象とした場合、納品時に実績を証明する資料の写しを添付すること。

（実績報告書に写しを添付することが必要なため）

12 その他　別紙⑲-2-2参照

11 見積書、見積内訳書の電子データ（EXCELファイル）も提出すること。

10 按分計算にて補助対象範囲を算出した場合、根拠資料を添付すること。

7

9 ・宿泊費（従業員宿泊規定もしくは領収書の写し、宿泊日、利用者、宿泊地、

　業務内容を記した資料）

・交通費（領収書の写しと利用日、経路、利用者、金額、業務内容を記した資料）

8

以後、見積書、契約書、納品書、受領書、請求書、領収書
にも同一の名称を使用すること。

担当者印で可。

原則として、発注者が
見積依頼すること。

依頼書は、見積件名ごと、見積依頼先ごとに作成すること。

添付資料がある場合、見積依頼
書の写しに添付すること。

見積項目の範囲が広く、対象・対象
外を判断できない場合、全て補助対

象外となります。

補助対象範囲の区分を見積先に依
頼するのは可としますが、申請者が
責任をもって確認願います。
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（別紙⑲-2-2）

基礎工事 ・停電対応機(定価)-標準機(定価)=差額(税抜)
　を機器本体の停電対応に係る経費とする。
・自立ユニット、自立ユニットスタンド、自立
　ユニット用中継キット、試運転調整費等。

・ボイラー排ガスバイパス系統、補機変圧器、
　逆パラシステム、その他、停電対応に必要な

機械設備工事 　専用の設備。

・停電対応専用のケーブル類、電線類、工事費
　、試験費等、停電対応に係る経費。

電気設備工事

本補助事業で専用に使用する部分を対象とし、
計測・表示装置 補助事業外設備との共通部分がある場合には、
取付工事 原則、定格流量比による按分相当額を対象

本補助事業で使用する専用配管に加え、補助
事業外設備との共通部分がある場合には、
原則、断面積比による按分相当額を対象

※補助対象と補助対象外がある項目については、
　区分がわかるように項目を細分化すること。

以下の項目は補助対象外とすること
・事前調査費、見積費用　（現場測量費も補助対象外）
・建屋ならびに建屋に付属する設備（部品倉庫、電気室、制御室等）
　※発電機パッケージは、建築申請する場合、建屋とみなし補助対象外
・土地造成、整地、地盤改良工事に準じる基礎工事
・移設、撤去工事（ただし補助対象設備設置のために必要な工事は対象）
・植栽及び外構工事
・容易に移動または他用途に転用できるもの（消火器、柵、屋外照明等）
・補助事業外の設備と共有するもの（配管、配線及びそれらの架台等）
・消耗品（オイル、クーラント等は初期装填分のみ補助対象）
・通信運搬費（書類等）、消耗品費、ユーティリティ費（電気、ガス、水道、燃料等）
・仮設事務所、部材置場の建設費もしくは使用料
・振込手数料

排水配管工事

冷却水配管工事

<参考>

災害対策費(停電対応に係る経費)の考え方

大項目 小項目 小型CGS・電源自立型空調(GHP)など

機
器
費

土工事（屋外基礎の場合）

仮設工事

冷温水配管工事

工事費見積における参考項目

搬入、据付工事

中型CGS～大型CGSなど防水工事（屋上設置の場合）

鉄筋工事
コンクリート工事

鉄骨架台工事

②

工
事
費

試運転調整費
制御配線工事

受変電設備工事

計測器取付工事

蒸気配管工事
給水配管工事

表示装置取付工事

制御盤工事
配線工事

能力按分、ガス管按分の考え方

燃料配管工事

共通

①

排煙工事
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（別紙⑲-3）
見積番号：　○○○○○○○○
　　　平成○○年○○月○○日

御見積書
宛先 会社名
件名 住所
引渡場所
納期
見積有効期限 TEL:
支払い条件 FAX:

見積金額
（上記金額に消費税は含みません。）

番号 品名 数量 単位 単価 金額

1 設計費
1-1 　　　　補助対象

　　　　　　（１）○○○
　　　　　　（２）△△△

1-2 　　　　補助対象外
　　　　　　（１）●●●
　　　　　　（２）▲▲▲
補助対象　小計

2 既存設備撤去費
2-1 　　　　補助対象

　　　　　　（１）○○○
　　　　　　（２）△△△
　　　　補助対象外

2-1-2 　　　　　　（１）●●●
　　　　　　（２）▲▲▲
補助対象　小計

3 新規設備機器費
3-1 　　　　補助対象

　　　　　　（１）○○○
　　　　　　（２）△△△　　【災害対策費】
　　　　　　<災害対策費計 (内数) >

3-2 　　　　補助対象外
　　　　　　（１）●●●
　　　　　　（２）▲▲▲
補助対象　小計

4 新規設備設置工事費
4-1 　　　　補助対象

　　　　　　（１）○○○
　　　　　　（２）△△△　　【災害対策費】
　　　　　　<災害対策費計　(内数) >

4-2 　　　　補助対象外
　　　　　　（１）●●●
　　　　　　（２）▲▲▲
補助対象　小計

5 敷地内ガス管敷設費
5-1 　　　　補助対象

　　　　　　（１）○○○
　　　　　　（２）△△△　　【按分相当額】

5-2 　　　　補助対象外
　　　　　　（１）●●●
　　　　　　（２）▲▲▲　　【按分相当額】
補助対象　小計
補助対象　合計

合計
消費税

 【平成３０年度事業】

・複数年事業（都度契約）の場合、年度毎に見積を作成すること。

・複数年一括契約の場合、年度毎の事業内容を明確に分けて記入

すること。

「災害対策費」：自家発電設備等
の停電対応に係る経費。

見積作成の際は、例示した構成
で記入すること。
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(別紙⑳－１)

敷地内ガス管の補助対象経費算定方法（ホームページ掲載の計算システム参照）

【配管例での敷地内ガス管の補助対象経費算出】

 各区間対象断面積の算出
対象断面積 ： 共用配管の断面積のうち、対象設備に供される仮想断面積。対象外配管は0cm2。

区間① 対象断面積 ＝ 22.0cm2(断面積)

区間② 対象断面積 ＝ 51.1cm2(断面積)

区間③ 対象断面積 ＝ 0cm2

区間④ 対象断面積 ＝ 区間④の断面積×(区間②の対象断面積＋区間③の対象断面積)÷(区間②の断面積＋区間③の断面積)

　　　　　 ＝ 51.1×(51.1＋0)÷(51.1＋22.0)

　　　　　 ＝ 35.7211 cm2(小数点第5位以下四捨五入)

区間⑤ 対象断面積 ＝ 22.0cm2(断面積)

区間⑥ 対象断面積 ＝ 区間⑥の断面積×(区間④の対象断面積＋区間⑤の対象断面積)÷(区間④の断面積＋区間⑤の断面積)

　　　　　 ＝ 51.1×(35.7211＋22.0)÷(51.1＋22.0)

　　　　　 ＝ 40.3495 cm2(小数点第5位以下四捨五入)

区間⑦ 対象断面積 ＝ 区間⑦の断面積×区間⑥と同様の按分（共用連続）

　　　　　 ＝ 87.0×(35.7211＋22.0)÷(51.1＋22.0)

　　　　　 ＝ 68.6968 cm2(小数点第5位以下四捨五入)

円(小数点以下切り捨て)1,566,312

口径

100,000円 ＋ 200,000円 ＋ 200,000円 ×

＋

51.1cm2

51.1cm2
68.6968cm2
87.0cm2

400,000円 × ＋ 900,000円 ×
40.3495cm2

250A

65A
80A
90A

100A
125A

1530.0
1900.0

200A

189.0
255.0
329.0

１． まず、専用配管と共用配管について個別に見積を行うか、一括見積の中で専用配管、共用配管、および対
象外配管についての区分費用を明確にすることが可能な場合、以下の方法で按分します。

口径
断面積
(㎝2)

25 5.8
30 9.2

8A
10A
15A
20A

0.664
1.27

0.332

表1 口径と断面積(Ｇ)

表2 口径と断面積(ＰＥ)

2.03

300 605.0

175A

40A
50A

50 19.0
75 42.0

25A
32A

100 73.9

200

　敷地内ガス配管敷設工事で、対象設備と対象外設備（将来増設用分岐バルブ設置含む）に接続する工事を行う
場合は、断面積比按分にて補助対象経費を決定する。

 補助対象経費＝ ①見積金額 ＋ ②見積金額 ＋ ④見積金額 ×

　　　　　　 ＝ 

＋ ⑥見積金額 ×
⑥の対象断面積

⑥の断面積
＋ ⑦見積金額 ×

＋ ⑤見積金額 
④の対象断面積

④の断面積

⑦の対象断面積
⑦の断面積

＋ 100,000円
35.7211cm2

[計算例１]

500A

断面積
(㎝2)

225A

68.2

150

(JIS配管用炭素鋼管G3452 1997
による計算値)

(JIS K 6774 1998による計算値)

　　　　　　 ＝ 

6A

413.0
507.0
729.0
906.0

1200.0

300A
350A
400A
450A

87.0
134.0

3.66
5.98
10.0
13.6
22.0
36.2
51.1

150A

166.0
285.0

尚、

表1、2に記載のない実

使用のガス管の断面積

を用いても可。

その場合は、根拠資

料等の添付必須。

[配管例]

合計

管種

Ｇ

Ｇ

Ｇ

Ｇ

Ｇ

Ｇ

Ｇ

5.0m

4.0m

10.0m

100A 18.0m

共用 80A

50A

共用

⑤

④

専用

⑦

区間
口径
(A)

延長
(m)

適用

⑥

[計算例１]
区間見積

対
象
設
備

対
象
設
備

対
象
外
設
備

共用連続

① ③ ⑤

② ④

①

②

③

50A

80A

50A

専用

⑥

⑦

80A

4.0m

専用

対象外

5.0m

4.0m

2,000,000円 

[計算例２]
一括見積

2,000,000円 

100,000円 

200,000円 

100,000円 

200,000円 

100,000円 

400,000円 

900,000円 
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（別紙⑳－2）

Ａ.配管区間の専用・共用・対象外の配管区分を明確にする

Ｂ.アイソメ図、あるいは配管模式図に区間毎の口径、および延長を記載

Ｃ.配管区間毎の口径×延長を算出

Ｄ.区間割合の算出
　

Ｅ.【按分前】区間割当費用の算出
【按分前】区間割当費用 ＝ 敷地内ガス管敷設費 × 区間割合

Ｆ.区間配管口径の断面積の確認（前項表1、2参照）

Ｇ.対象断面積の算出
・専用配管対象断面積　＝　断面積

・対象外配管対象断面積＝　0cm2

Ｈ.【按分後】区間割当費用の算出

補助対象経費は、Ｈ．【按分後】区間割当費用合計の小数点以下を切り捨てし決定

【配管例での敷地内ガス管の補助対象経費算出】

配管例の断面積按分計算を按分手順 Ａ～Ｈに基づき、表にまとめると以下の通りとなります。

円

Ｇ.各区間対象断面積の算出
区間① 対象断面積 ＝ 22.0cm2(断面積)

区間② 対象断面積 ＝ 51.1cm2(断面積)

区間③ 対象断面積 ＝ 0cm2

区間④ 対象断面積 ＝ 区間④の断面積×(区間②の対象断面積＋区間③の対象断面積)÷(区間②の断面積＋区間③の断面積)

　　　　　 ＝ 51.1×(51.1＋0)÷(51.1＋22.0)

　　　　　 ＝ 35.7211cm2(小数点第5位以下四捨五入)

区間⑤ 対象断面積 ＝ 22.0cm2(断面積)

区間⑥ 対象断面積 ＝ 区間⑥の断面積×(区間④の対象断面積＋区間⑤の対象断面積)÷(区間④の断面積＋区間⑤の断面積)

　　　　　 ＝ 51.1×(35.7211＋22.0)÷(51.1＋22.0)

　　　　　 ＝ 40.3495cm2(小数点第5位以下四捨五入)

区間⑦ 対象断面積 ＝ 区間⑦の断面積×区間⑥と同様の按分（共用連続）

　　　　　 ＝ 87.0×(35.7211＋22.0)÷(51.1＋22.0)

　　　　　 ＝ 68.6968cm2(小数点第5位以下四捨五入)

円 (小数点以下切り捨て)

２．

区間

【按分後】区間割当費用＝ 【按分前】区間割当費用 × 

400,000.0
900,000.0

100,000.0
200,000.0

0.0
139,808.6
100,000.0
315,847.4

200.0
400.0

ＤＢ

管種

Ｇ
Ｇ
Ｇ
Ｇ

口径×延長

200.0
400.0

100.0000%

Ｃ

次に、専用配管、共用配管、および対象外配管と分割して見積が不可能な場合は、一括の見積金額を配管口
径、配管延長、および配管断面積より按分します。

Ｇ
Ｇ
Ｇ

4.0
5.0
4.0

10.0
18.0

4,000.0

200.0
800.0

1,800.0

50
80
100

80
50
80

共用連続

③
④

100,000.0

合計

Ａ

適用

専用
専用

対象外
共用
専用
共用

⑤
⑥
⑦
⑧
⑨

⑩

延長
(m)

4.0
5.0

口径
(A)

50①

[按分手順]

[計算例２]

敷地内ガス管敷設費補助対象経費 1,566,312

対象断面積

断面積

区間割合 ＝
全区間（口径 × 延長）の合計

区間（口径 × 延長）

・共用配管対象断面積　＝　共用配管実断面積 ×

2,000,000敷地内ガス管敷設費

51.1
22.0
51.1
87.0

200,000.0
100,000.0
200,000.0
100,000.0

×100

分岐後aの対象断面積＋分岐後bの対象断面積

分岐後aの断面積＋分岐後bの断面積

Ｇ

対象断面積
(cm2)

22.0000
51.1000

共用配管

Ｅ

区間割合

5.0000%
10.0000%
5.0000%

10.0000%
5.0000%

20.0000%
45.0000%

配管a

ガスの流れ→

配
管
b

②

710,656.6

1,566,312.6

0.0000
35.7211
22.0000

【按分前】
区間割当費用

(円)

40.3495

Ｈ

【按分後】
区間割当費用

(円)

2,000,000.0

Ｆ

断面積
(cm2)

22.0
51.1
22.0

68.6968
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１０－６．申請者内容証明関係 
記入例等 

 
 

 



（別紙㉑）

役員名簿

和暦 年 月 日

ﾄﾗﾉﾓﾝ　ｲﾁﾛｳ 虎ノ門　一郎 S 30 4 1 Ｍ 虎ノ門工業株式会社 代表取締役社長

以下余白

記入上の注意

（注意１）
役員名簿については、氏名カナ（半角、姓と名の間も半角で１マス空け）、氏名漢字（全角、姓と名の
間も全角で１マス空け）、生年月日（半角で大正はT、昭和はS、平成はH、数字は２桁半角）、性別
（半角で男性はM、女性はF）、会社名及び役職名を記入する。（上記記入例参照）。
また、外国人については、氏名欄にはアルファベットを、氏名カナ欄は当該アルファベットのカナ読み
を記入すること。
（注意２）
地方自治体は、作成不要。
（注意３）
共同申請の場合は、各社の役員名簿を作成する。

氏名カナ 氏名漢字
生年月日

性別 会社名 役職名

半角カナ 半角英字
大正：T
昭和：S
平成：H

申請時時点の役員名簿を提出すること。

半角英字
男性：M
女性：F

余白となる場合は以下余白と記入する。
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（別紙㉒）　

法務省ホームページより 登記事項証明書　
登記簿謄抄本 交付申請書
概要記録事項証明書

・「法人にあっては、履歴事項全部証明書又は登記簿謄本の写し」を取得する場合は、「①全部事

項証明書（謄本）」の履歴事項証明書（閉鎖されていない登記事項の証明）にレ印をつけ、各法務

局で交付申請して下さい。
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１０－７．中圧ガス供給証明関係  
記入例 

 
 
 



（別紙㉓）

平成〇〇年○月○日
　　　　　　　御中

（会社名）

（部署） 印

（住所）

■ 中圧ガスメータの写真

■ 中圧ガスメータの銘板写真

■ 中圧ガスメータの型式が中圧仕様を証明できる資料

※既存の場合 ■ 中圧ガス管平面図（敷地内への引込みが分かる図面）

■ 中圧ガス管アイソメ図

中圧供給状況

検討結果

供給開始時期
※新規のみ

　　　　　年　　月　　日（見込み）

中圧ガスメーター写真（外観・銘板）　※既存の場合
もしくは

ガス管平面図（道路から敷地内への引込が分かる図面）　※新規の場合

必要添付資料

中圧ガス供給証明・中圧ガス供給検討結果

　　　　　年　　月　　日　～　　　　年　　月　　日（見込み）

供給先名称

ガス工事期間
※新規のみ

供給先住所

供給圧力

所属長印

別紙でも可。

都市ガス供給会社

既に中圧供給や
新規で中圧供給予定等を記入。

申請者
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１０－８．複数年事業継続関係 
 

 



（別紙㉔-1)

一般社団法人　都市ガス振興センター　御中

受 理 番 号 （センターで記入）

年　　月　　日

申請者 住所

印

氏名　法人にあっては名称
　　　及び代表者の氏名

平成３０年度天然ガスの環境調和等に資する利用促進事業費補助金の交付を受けた場合、以下
の内容を遵守し、複数年度事業を継続し設備の導入を完了させることを誓約いたします。

・平成３０年度天然ガスの環境調和等に資する利用促進事業費補助金の交付規程等の規定に
  のっとり、設備の導入を完成させること。

・実施計画書に記載した内容を満足させること。

・平成３０年度実績報告書提出の後、以降の事業計画をセンターに提出すること。

・設備の導入計画に変更がある場合、センターに報告すること。

・複数年度事業が完了した際には、センターに完了報告書を提出するとともに、導入する
　設備や実施内容が事業計画に記載した内容を満足しているかセンターの確認を受ける
　こと。

・途中で設備の導入を中止した場合や実施計画書に記載した内容を満足させることが出来
　なくなった場合には、既に交付した補助金相当額を納付すること。

・設備の導入後１年間、実績報告データをとりまとめ、センター宛てに提出すること。

平成３０年度天然ガスの環境調和等に資する利用促進事業費補助金

事業継続誓約書

平成

共同申請の場合、申請者毎に提出すること。
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（別紙㉔-2）

一般社団法人　都市ガス振興センター　御中

受 理 番 号 （センターで記入）

平成３０年度天然ガスの環境調和等に資する利用促進事業費補助金

事業継続計画書

平成３０年度天然ガスの環境調和等に資する利用促進事業費補助金の交付を受けた事業を継続
いたしますので、下記の通り報告します。

１．継続事業の内容

　①すでに交付された補助事業に記載した事業計画からの変更有無：　あり　　なし

　②変更前と変更後の内容（変更ある場合のみ記載）
　　変更前

　　変更後

２．事業の完了予定日

　　平成　年　月　日

年　　月　　日

補助事業者 住所

印

氏名　法人にあっては名称
　　　及び代表者の氏名

共同申請の場合、申請者毎に提出すること。
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（別紙㉔-3）

一般社団法人　都市ガス振興センター　御中

受 理 番 号 （センターで記入）

事業完了報告書

平成３０年度天然ガスの環境調和等に資する利用促進事業費補助金の交付を受けた事業を完了
いたしますので、下記の通り報告します。

１．実施した事業の内容

２．事業の完了日

　　平成　年　月　日

年　　月　　日

補助事業者 住所

印

氏名　法人にあっては名称
　　　及び代表者の氏名

平成３０年度天然ガスの環境調和等に資する利用促進事業費補助金

共同申請の場合、申請者毎に提出すること。
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１０－９．その他 
 
 



（別紙㉕）

一般社団法人 平成〇〇年○月○日
都市ガス振興センター　御中

○○○株式会社△△△部

□□　□□　　　　　　印

    

発注先選定理由書

○○改造工事

□□社

申請者

選定理由

見積件名

発注予定先

提出理由

注）センター内の審査で合理的理由として認められない
場合、補助金額の確定作業において、該当部分を
補助の対象から除外する場合があります。

合理的理由として原則認められない例
・導入したい設備の代理店なので
・メーカーに直接見積を取るのが最も安価
・構内業者だから
・施工の信頼性が高いから
・対応が早いから
・ガス供給会社だから
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１０－１０．申請書提出時の確認 
及び纏め方 

 
 
 
 
 
 
 



（別紙㉖）
交付申請時提出書類チェックリスト（１／２)

項　　目 確認
１．交付申請書
１－１ 「申請日」は、公募期間内（４月２３日～６月４日）となっているか

１－２ 共同申請の場合、申請者・担当者は全申請者分 記載されているか、押印されているか

２．実施計画書
２－１ 実施場所住所、最寄駅、施設名称、施設の所有者は正しく記載されているか

２－２ 実施計画書に補助事業の具体的な内容は正しく記載されているか

２－３ 請負会社等への支払いは”金融機関からの振込”として計画しているか

２－４ 共同申請の場合、社名、役割等が記載されているか

２－５ 中小企業優遇に申請する場合、「該当する」にマークされ、証明する書類が添付されているか

２－６ 補助対象設備を設置する建物が「新築」かについて、該当する方にマークされているか

２－７ 設備詳細に計算シートによる計算結果が記載され、申請要件に該当することを判定できるか

２－８ 従来方式・補助事業方式の燃料につき、基礎数値と計算シートによる計算結果が記載されているか

２－９ 省エネルギー率,ＣＯ2削減率、費用対効果の計算は正しいか

２－１０ 従来方式と補助事業方式の使用燃料は、該当する数値、マークがされているか

２－１１ 災害時の強靭性について、正しくチェックされ、それぞれチェックした項目根拠となる資料が添付されているか

２－１２ 「補助事業の開始予定日」は請負会社等との契約予定日となっており、「発注計画書」の記載と合致しているか

２－１３ 「補助事業の完了予定日」は請負会社等への支払い完了予定日(平成３１年２月２８日以前）となっているか

２－１４ 都市ガス供給事業者、都市ガス導管事業者が適切に記載されているか

２－１５ 補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金交付申請額は見積書と整合性がとれ、正しく算出されているか

２－１６ 各経費の欄に金額がない場合は、空欄とせず０と記載されているか

２－１７ 中小企業優遇に申請する場合、中小企業の判定ができるよう「業種」「資本金」「従業員」が記入されているか

２－１８ 資金調達計画の補助金と補助金交付申請額が一致しており、補助事業に要する経費と合計額が一致しているか

２－１９ 国からの他の補助金と重複（予定含む）場合はチェック及び補助金名が記載されているか

２－２０ 地図、申請金額整理表、補助事業に要する経費と補助対象経費の差額が分かる資料を添付しているか

２－２１ 共同申請の場合、別紙③-2(申請者別経費等内訳)，④(申請者別資金計画)、役割分担体制表は添付されているか

３．発注計画書
３－１ 「補助事業の開始予定日」から「完了予定日」までのスケジュールが明記されているか

３－２ 「補助事業の開始及び完了予定日」は「交付申請書」の記載と合致しているか

３－３ 「補助事業の開始予定日」（請負会社等との契約予定日）が交付決定予定日以降であるか

３－４ 「補助事業の完了予定日」（請負会社等への支払い完了予定日）は平成３１年２月２８日以前であるか

４．計算シート①～③、燃料消費量換算計算シート
４－１ 計算シート①～③の必要なシートが添付されているか、入力している内容・数値は正しく記載されているか

４－２ 燃料換算シートは添付され、正しく計算されているか（該当時）

５－１ 消費量実績の月毎の合表、更新・改造前燃料の購入量を判断できる請求書等の写しはあるか（自家発以外）

５－２ 燃料の購入形態が補助対象外設備と共同である場合、対象設備の使用量を推定した根拠資料が添付されているか（自家発以外）

５－３ 「自家発電設備の想定稼働データ」に相当するデータが計算シートに添付されているか（自家発）

６．従来方式、補助事業方式の機器仕様及び省エネルギー算出根拠となる書類
６－１ メーカ、型式、定格能力等を明記した仕様書等の写しがあるか

６－２ 設備の能力を実測値で申請する場合、第３者が測定したデータが添付されているか（該当時）

７．従来方式、補助事業方式の設備に関する図面
７－１ 全体図・配置図・システム図・単線結線図は色分け等により補助対象部分が明記されているか

７－２ 敷地内ガス配管の平面図・アイソメ図が添付されているか

７－３ 敷地内ガス配管の平面図に口径、延長、分岐等が明記されているか

７－４ 対象設備に取り付けるＣＯ2排出削減量を算出するために必要な専用の計測装置が明示されていること

７－５ ［専用の計測装置に関する特例による申請］専用の計測装置に関する約束書が添付されているか（認められた場合のみ）

８．従来方式の設備の設置状況を示す写真
８－１ 撤去・新設・更新・改造に関わる部分の写真が全て添付されているか

８－２ 更新・改造の場合、設備の銘板の拡大写真が添付されているか

５．燃料消費量実績の根拠資料
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交付申請時提出書類チェックリスト（２／２）
９．見積依頼書、見積書の写し
９－１ 見積依頼書の写しは添付されているか、機器仕様および工事内容は十分に表現されているか

９－２ 見積依頼書に記載した内容は、メーカ指定や数量指定をしていないか

９－３ 見積書に請負会社等の押印および日付があるか

９－４ 見積書の件名は、見積依頼書と同じになっているか

９－５ 見積書の宛名が申請者の法人名と同一であるか

９－６ 経費区分、区分毎の補助対象経費、補助対象経費合計が記載されているか、補助対象を明確にしているか

９－７ 複数年申請の場合は、年度毎に明確に記載されているか

１０．会社・事業所のパンフレット、役員名簿
１０－１ 会社・事業所のパンフレット、役員名簿がそろっているか。役員名簿は規定の書式か。

１０－２ 法人にあっては、履歴事項全部証明書又は登記簿謄本等の写し、及び前年度の財務諸表がそろっているか

１０－３ 地方自治体等及び非営利民間団体にあっては、それらを証明する書類がそろっているか

１１．防災計画指定等の施設であることを証明できる書類
１１－１ 防災計画指定等の施設であることが分かる証明書類や契約書が添付されているか

１２．中圧ガス導管等でガス供給を受けていることを示す書類
１２－１ 既存設備のガス導管図面（引込が分かるもの）、ガスメーター及び銘板の写真等

１２－２ 都市ガス会社の押印付供給回答書等（補助事業完了までに供給開始する見込みである場合）

１３．該当する場合に添付が必要な書類
１３－１ ［中小企業優遇申請］ 設備の使用者が中小企業であることを証明できる書類

１３－２ ［従来方式の能力値実測による申請］ 測定条件と測定結果を証明できる書類

１３－３ ［高効率設備基準による申請］ 基準に該当することを証明するメーカーの仕様書、カタログ等

１３－４ ［リース、エネルギーサービス、賃貸借等による申請］ 内容に関する契約書(案可)の写し、料金計算書等

１３－５ ［支払委託契約による申請］ 支払委託契約書(案可)の写し

１３－６ [事業が複数年度にわたる場合] 事業継続誓約書

１３－７ ［競争入札によらずに発注先選定する場合］ 発注先選定理由書（認められた場合のみ）

１３－８ 必要な追加書類

１４．交付申請時提出書類チェックリスト（本チェックリスト）
※該当しない項目にも横棒「－」を記入し、空欄を作らないこと

印チェック者
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（別紙㉗）

◇ 交付申請書ファイリング例
    

平
成
30
年
度
○
○
○
○

○
○
○
○
○
○
○
○

補助事業者（法人名）
共同申請の場合は

全ての事業者名を記入。

平
成

年
度

天
然
ガ
ス
の
環
境
調
和
等
に
資
す
る
利
用
促
進
事
業
費
補
助
金

交
付
申
請
書

(

災
害
時
に
も
対
応
可
能
な
天
然
ガ
ス
利
用
設
備
）

＊ Ａ４、２穴のパイプ式ファイル（左右両開きのドッチファイル）が好ましい。
＊ 追加資料添付を考えて少し幅に余裕が有るファイルを選定。
＊ 原則、クリアポケット・クリアファイルは使用しない。

３０
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(別紙㉗）
◇ 交付申請書ファイリング

交付申請書・添付資料リスト

交付申請書(様式第１)、実施計画書（様式第２） 確認
　①「申請金額整理表」（P36別紙③-1参照）
　②補助事業に要する経費と補助対象経費に差異がある場合にその差額が分かる資料
　　（対象外費用の内訳、能力按分、ガス管按分などの資料）
　③地図（著作権を有さないもの）を添付
共同申請の場合
　④「補助事業に要する経費等の申請者別内訳について」（P.37別紙③-2参照）
　　　注）複数年申請の場合は、１年目・２年目・合計の3部が必要
　⑤「申請者別の資金調達計画について」（P.38別紙④参照）
　⑥役割分担を示す体制表（A4１枚、フォーマット自由）

添付No.

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅴ

Ⅵ

Ⅶ

Ⅷ

Ⅸ

Ⅹ

Ⅺ

※以下は該当する場合に添付

１

２

３

４

５

６

７

８

Ⅻ

＊ 添付書類の詳細については「公募説明会資料」 のP.18～P.20を参照

＊ 必要に応じて中仕切りを挿入 して整理すること

項　　目　　事　　項

省エネルギー率を求めるための「計算シート①」,「計算シート②」,「燃料消費量換算計算シート」

ＣＯ2削減率、費用対効果等を求めるための「計算シート③」

燃料消費量実績の根拠資料

従来方式、補助事業方式の機器仕様及び省エネルギー算出根拠となる書類

従来方式、補助事業方式の設備に関する図面

従来方式の設備の設置状況を示す写真

見積依頼書、見積書の写し

①会社・事業所のパンフレット、役員名簿、②履歴事項全部証明書又は登記簿謄本等の写し、
及び前年度の財務諸表、③地方自治体等及び非営利民間団体にあっては、それらを証明する書類

防災計画指定等の施設であることを証明できる書類

中圧ガス導管等でガス供給を受けていることを示す書類
　ガス管平面図（中圧引込み明示）、ガス管アイソメ図、
　新規：供給回答書、　既設：中圧メータ写真（外観・銘板）

発注先選定理由書

必要な追加書類

交付申請時提出書類チェックリスト

発注計画書
※複数年申請：工程表（２年間）

複数年申請の場合、事業継続誓約書

中小企業優遇関係（証明する書類：設備使用者の履歴事項全部証明書又は登記簿謄本の写し等）

更新・改造前後設備の能力実測値（測定条件と測定結果を証明できる書類）

高効率設備の基準に該当することを証明する書類（仕様書、カタログ、メーカーの証明書）

リース・エネルギーサービス等・賃貸借に関する契約書（案可）の写しと料金計算書等

支払委託契約書（案可）の写し
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(別紙㉗）

交
付
申
請
書

添付資料リスト

Ⅰ 計算シート①・・・

Ⅱ            ・

・

・

・

XI 中圧ガス導管等でガス供給

を受けていることを示す書類

Ⅰ 計算シート①

Ⅰ

Ⅱ

以下、Ⅱ、Ⅲ、Ⅳ、・・・と続く。
（Ⅰの要領に準ずる）

「添付資料リスト」は、上表をコピーして利用し、
資料添付分の確認欄にチェックを入れて下さい。

項目を記載のこと。

＊各書類（補助事業実績報告書含む）は、２穴綴じとするこ
と。原則、クリアポケット・クリアファイルは使用しないこと。
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